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第１章　東根市子ども・子育て支援事業計画の策定について

1　計画の背景と目的

　我が国におけるこどもとその家庭を取り巻く社会環境をみると、少子高齢化や核家族化の進行
により、ライフスタイルや価値観、生活環境に変化が生じ、こどもたちや子育てを行う保護者等
のニーズが年々多様化しています。
　国においては、保育政策を始め、子育て支援に関する様々な法律や制度を整備し、幼児教育・
保育の質・量ともに充実されることを目的とした「子ども・子育て支援新制度」の開始（平成２７
年度）以降、制度の枠組みが大きく変わり、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るために
「幼児教育・保育の無償化」が実施（令和元年１０月）されたことで、支援は更に拡充されました。
　また、長年にわたる課題となっている待機児童の解消に向けては、「待機児童解消加速化プラ
ン」の後継となる「子育て安心プラン」（平成２９年６月）や「新子育て安心プラン」（令和２年１２
月）により、都市部を中心に保育の受け皿整備の実現に繋げてきました。
　このような状況を受け、令和６年１２月にこども家庭庁は、これからの保育政策については、
「量の拡大」から「質の向上」へ方向性を転換するとした「保育政策の新たな方向性」を示しま
した。
　本市では、令和２年度から５年間を計画期間とする「第二期東根市子ども・子育て支援事業計
画」を策定し、「遊育（ゆういく）」「共育（ともいく）」という市独自の理念のもと、様々な子育
て支援施策に取り組んできました。
　本計画は、これらの社会情勢や国の動向、本市の子ども・子育てに関する現状を踏まえ、「第
二期東根市子ども・子育て支援事業計画」の計画期間が終了することに伴い、「第三期東根市子
ども・子育て支援事業計画」として策定するものです。

　　市町村こども計画との関わり
　こども家庭庁の設立とともに、「子ども・子育て支援法」、「子どもの貧困対策の推進に関
する法律」、「子ども・若者育成支援推進法」等を包含する基本法として、令和５年４月に
「こども基本法」が施行されました。
　令和５年１２月には「こども基本法」の理念に基づき、こども政策を総合的に推進するため
の政府全体のこども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」が閣議決定され、これま
で個別に推進されてきた、少子化対策、子ども・若者育成支援、子どもの貧困対策等、「こ
ども施策」に関する基本的な施策や重要事項等が一元化されることとなりました。
　「こども基本法」では、都道府県は「こども大綱」を勘案して都道府県こども計画を策定
するように、また、市町村は「こども大綱」と都道府県こども計画を勘案して市町村こども
計画を策定するように、努力義務が課されているため、本計画とは別に、「東根市こども計
画（仮称）」の策定に取り組んでいます。

※�こども家庭庁では、こども基本法の基本理念を踏まえ、「子ども・子育て支援法」等の固有名詞をはじめ、特
別な場合を除き、ひらがな表記の「こども」の使用を推奨しているため、本計画では、単語で用いる「子ど
も」や「子供」は「こども」と表記します。
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2　計画の位置づけ

　本計画は、子ども・子育て支援法第６１条に基づく、市町村子ども・子育て支援事業計画ではあ
りますが、本市では「東根市次世代育成支援行動計画」「東根市母子保健計画」「東根市放課後子
ども総合プラン」としての位置付けも持ち合わせた計画としてきました。
　今般のこども基本法の施行に伴い、こども施策全般にわたる統一的な指針となる「市町村こど
も計画」の策定が努力義務とされ、現在、本市では、策定に向けた協議を進めているため、本市
の子ども・子育て支援施策に関する全般的な事項は「東根市こども計画（仮称）」に引き継ぐも
のとし、本計画に定める内容は、原則、子ども・子育て支援法において定めることとされた事項
とします。
　ただし、子ども・子育て支援事業計画と重なる部分が多く、深く関わりのある「東根市次世代
育成支援行動計画」としての位置付けは継続します。
　また、子ども・子育て支援法において、本計画に定めることとされた、地域子ども・子育て支
援事業の一つである、「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」と関連する放課後児童対
策については、国が定めた「新・放課後子ども総合プラン」は令和５年度を以て終了となりまし
たが、令和６年度以降も引き続き、放課後児童対策の推進に向けた計画の策定が求められている
ため、「東根市放課後子ども総合プラン」としての位置付けも継続します。
　なお、本計画は、第５次東根市総合計画を上位計画とし、今後、策定することとなる「東根市
こども計画（仮称）」との整合性を図りながら策定しています。

東根市総合計画

 
 

（次世代育成支援行動計画）
（放課後子ども総合プラン）  

○健康ひがしね21行動計画
○東根市食育推進計画
○東根市障がい者福祉計画
○東根市障がい児福祉計画 
○東根市地域福祉計画 
○第４次東根市男女共同参画
　社会推進計画 
○東根市子ども読書計画 
○東根市スポーツ推進計画   

東根市こども計画（仮称） 
（子ども・若者育成支援計画）（子どもの貧困対策計画）（成育医療等に関する計画） 

整合 

整合 整合 

第三期東根市子ども・
子育て支援事業計画
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3　計画期間

　計画期間は、令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。
　なお、社会情勢をはじめ、国や県の施策の動向、計画に定めた内容に関する状況の変化により、
必要に応じて見直しを行うこととします。

4　計画に定めなければならない事項

　子ども・子育て支援法第６１条第２項には、次のとおり市町村子ども・子育て支援事業計画に定
めるべき事項が掲げられています。
　①　幼児教育・保育提供区域の設定
　②　各年度における幼児教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容、実施時期
　③�　各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保の内容、実施
時期

　④　幼児教育・保育の一体的提供及び推進体制確保の内容
　⑤　子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保の内容

第三期東根市  
子ども・子育て支援事業計画 

第二期東根市  
子ども・子育て支援事業計画 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

Ｒ５ 
年度 

Ｒ６ 
年度 

Ｒ７ 
年度 

Ｒ８ 
年度 

Ｒ９ 
年度 

Ｒ10 
年度 

Ｒ11 
年度 

計画 
策定
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こども ・ 子育てを取り巻く現状

第２章

7



8



第２章　こども・子育てを取り巻く現状

1　人口の推移

　平成２７年までは人口増で推移してきましたが、以降緩やかに減少に転じ、令和７年以降も、人
口は微減になると推計されています。
　令和２年の国勢調査で県内の状況を見ると、東根市の年少人口の割合は最も高く、老年人口割
合は最も低くなっています。県内における本市の少子高齢化の進行は、比較的緩やかとなってい
ます。
　一方、人口動態を見ると、自然減を社会増が上回る傾向にあり、本市の人口に対する社会動態
の影響が見て取れます。

　［図１］人口の推移� 単位：人　　

（資料）平成２年～令和２年：国勢調査（１０月１日現在）　　　　　　　　　
令和７年、１２年：国立社会保障・人口問題研究所による推計人口　　

［表１］人口動態� 単位：人
動態

年
自然動態 社会動態

人口増減
出生 死亡 増減 転入 転出 増減

平成２７年 ４３４ ５１２ △ ７８ ２，０４９ １，９１５ １３４ ５６
平成２８年 ４４３ ５３４ △ ９１ ２，０７４ ２，０５９ １５ △ ７６
平成２９年 ４１２ ４９９ △ ８７ ２，０５１ １，８７１ １８０ ９３
平成３０年 ４１８ ５６１ △ １４３ ２，０５７ １，９５２ １０５ △ ３８
令和元年 ４１１ ５７９ △ １６８ ２，２６３ １，９２２ ３４１ １７３
令和２年 ４０５ ５６９ △ １６４ ２，０９２ ２，１３１ △ ３９ △ ２０３
令和３年 ４０２ ５５０ △ １４８ ２，１４１ １，８３９ ３０２ １５４
令和４年 ３５７ ６０１ △ ２４４ ２，１６３ １，８８２ ２８１ ３７
令和５年 ３４７ ６２６ △ ２７９ １，９９４ １，７８９ ２０５ △ ７４

（資料）「山形県の人口と世帯数」
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42,751 43,208
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平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年

9



　　　　　［図２］年齢別人口の構成比� 単位：％　　　　　　　　

（資料）平成１２年～令和２年：国勢調査（１０月１日現在）　　　　　　　　

2　出生の動向
（１）出生数及び合計特殊出生率

　東根市では、これまで年間４００人を超える出生数で推移してきましたが、減少傾向にあります。
　合計特殊出生率については、全国・県よりも高い数値で推移しています。

　［図３］出生の動向� 単位：人／率　　　

（資料）山形県健康福祉部保健福祉統計年報　　

参考：県内の年齢別人口の状況（令和２年国勢調査基本集計結果より）

区分 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 前回１位

年少人口割合 高い 東根市
１３．７％

三川町
１３．１％

天童市
１３．０％

寒河江市
１２．６％

高畠町
１２．１％

東根市
１４．３％

生産年齢人口割合 高い 山形市
５８．６％

東根市
５８．０％

米沢市
５７．８％

天童市
５６．８％

新庄市
５５．７％

山形市
６０．２％

老年人口割合 低い 東根市
２８．３％

山形市
２９．６％

天童市
３０．３％

米沢市
３１．２％

寒河江市
３２．１％

東根市
２６．１％
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（２）計画期間における年齢別児童人口推計（小学生以下）

　各年度の住民基本台帳の人口（４月１日現在）を基に、コーホート変化率法等により計画期間
における年齢別児童数を算出しました。
　小学生以下の児童数は、これまで緩やかに減少しており、今後も同様に緩やかに減少していく
と見込まれます。
　０歳のこどもの数は、出生数の減少に伴い逓減する見込みで、年330人台で推移していくとい
う推計結果となりました。

［表２］年齢別人口の推移と推計（小学生以下）� 単位：人

［図４］未就学児の人口推移・推計（０歳～５歳、６歳～１１歳の２区分）� 単位：人

数値 実績値 推計値
期別 第２期計画期間 第３期計画期間
年度

年齢 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 令和１０ 令和１１

０歳 ３７９ ３８７ ３６５ ３６３ ３３３ ３３５ ３３３ ３３１ ３３１ ３３１
１歳 ４１３ ３８７ ４０６ ３８２ ３５１ ３４１ ３４３ ３４１ ３３９ ３３９
２歳 ４２９ ４０７ ４０２ ４０７ ３６８ ３５２ ３４２ ３４４ ３４２ ３４０
３歳 ３８４ ４４０ ４１２ ４１１ ４１１ ３７４ ３５８ ３４８ ３５０ ３４８
４歳 ４７１ ３８９ ４４２ ４２２ ４１２ ４１５ ３７８ ３６２ ３５２ ３５４
５歳 ４３４ ４７５ ４０１ ４３９ ４２４ ４１６ ４１９ ３８２ ３６６ ３５６
６歳 ４５４ ４３５ ４７６ ４１１ ４４５ ４３０ ４２２ ４２５ ３８８ ３７２
７歳 ４１２ ４５８ ４３７ ４８２ ４２０ ４５１ ４３５ ４２７ ４３０ ３９３
８歳 ４４０ ４１９ ４５３ ４３８ ４９５ ４２３ ４５４ ４３８ ４３０ ４３３
９歳 ４７１ ４４２ ４２５ ４５３ ４３９ ４９８ ４２６ ４５７ ４４１ ４３３
１０歳 ４５６ ４７０ ４４２ ４２７ ４６０ ４４２ ５０１ ４２８ ４５９ ４４３
１１歳 ４３２ ４５６ ４７７ ４４２ ４２２ ４６１ ４４３ ５０２ ４２９ ４６０
計 ５，１７５ ５，１６５ ５，１３８ ５，０７７ ４，９８０ ４，９３８ ４，８５４ ４，７８５ ４，６５７ ４，６０２
再掲

０～５歳 ２，５１０ ２，４８５ ２，４２８ ２，４２４ ２，２９９ ２，２３３ ２，１７３ ２，１０８ ２，０８０ ２，０６８
６～１１歳 ２，６６５ ２，６８０ ２，７１０ ２，６５３ ２，６８１ ２，７０５ ２，６８１ ２，６７７ ２，５７７ ２，５３４

2,510 2,485 2,428 2,424 2,299 2,233 2,173 2,108 2,080 2,068 

2,665 2,680 2,710 2,653 2,681 2,705 2,681 2,677 2,577 2,534 

5,175 5,165 5,138 5,077 4,980 4,938 4,854 4,785 4,657 4,602
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5,000

6,000

R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年 R11年

0～5 歳 就学前児童 6～11歳 小学校児童 合計：上部
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3　世帯の動向

　世帯数が増加し、一世帯当たりの人口（世帯員の数）が減少している状況は、今後も続くと見
込まれます。令和２年には、一世帯当たりの人口は３人を切っており、核家族及び単身世帯が増
加していることがうかがえます。
　世帯構成の推移でも、３世代世帯の減少数よりも、核家族世帯の増加数が上回っています。

［図５］世帯数と一世帯あたりの人口の推移� 単位：件／人

（資料）国勢調査　

　　［図６］世帯構成の推移� 単位：件　　　　

（資料）国勢調査　　　　
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4　就業の状況

　令和２年の就業率を平成２７年と比較すると、男性は１．９ポイント、女性は４．６ポイント上昇して
います。
　女性の年齢別就業率の推移をみると、結婚・出産期に当たる年代にいったん低下し，育児が落
ち着いた時期に再び上昇するという「Ｍ字カーブ」については、平成２７年ではこの傾向が見られ
ましたが、令和２年ではこの傾向が緩やかになり、継続して就労する傾向が見られます。

［表３］就業の状況� 単位：人、率

［表４　図７］女性の年齢別就業率の推移� 単位：率

（資料）国勢調査

男性 女性
１５歳以上人口 就業者数 就業率 １５歳以上人口 就業者数 就業率

平成２７年 ２０，２５８ １４，５８３ ７２．０％ ２０，６９４ １０，６９８ ５１．７％
令和２年 １９，９３６ １４，７２３ ７３．９％ ２０，８４９ １１，７３１ ５６．３％

１５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳
平成２７年 １２．０％ ６８．９％ ７５．８％ ７１．７％ ７４．０％ ７９．９％ ８３．８％ ８０．６％
令和２年 １５．０％ ７６．５％ ８４．１％ ８１．７％ ８４．０％ ８４．９％ ８４．５％ ８６．２％

５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７４歳 ７５～７９歳 ８０～８４歳 ８５歳以上
平成２７年 ７４．５％ ５７．２％ ３６．９％ ２４．３％ １８．３％ ８．７％ ２．７％
令和２年 ８０．５％ ６５．３％ ５１．０％ ３０．２％ １８．６％ １１．４％ ３．１％
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5　地区別の人口・世帯数の推移

［表５］地区別の人口・世帯数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、世帯

（資料）住民基本台帳（３月31日現在）

［図８－１］地区別人口の推移� 単位：人 ［図８－２］地区別世帯数の推移� 単位：世帯

年

地区

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和６年

人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数 人　口 世帯数

東　 根 17,281 5,431 17,819 5,824 18,447 6,485 18,890 7,125 19,415 7,722

東　 郷 3,646 991 3,404 995 3,100 988 2,763 988 2,529 949

高　 崎 2,026 537 1,846 529 1,663 512 1,434 485 1,257 472

神　 町 11,976 4,527 12,681 4,886 13,960 5,465 14,424 5,826 14,469 5,973

大　 富 4,382 1,218 4,407 1,296 4,449 1,365 4,471 1,540 4,325 1,585

小田島 3,781 986 3,516 994 3,493 1,099 3,419 1,154 3,498 1,237

長　 瀞 2,896 704 2,720 708 2,531 713 2,229 699 2,010 695

計 45,988 14,394 46,393 15,232 47,643 16,627 47,630 17,817 47,503 18,633
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　地区別人口を長期的に見てみると、中部地域の東根地区、神町地区については増加傾向、西部
地域の大富地区、小田島地区は微減及び横ばい傾向、東部地域の東郷地区、高崎地区、西部地域
の長瀞地区では減少傾向となっています。
　市全体としては、人口増加地域の影響で人口減少は緩やかになっています。

［表６－１］地区別人口の推移

　年少人口を地区別に見ると、東部地域及び長瀞地区の減少が著しい状況です。
　一方、西部地域における小田島地区の年少人口は増加しています。中部地域における年少人口
は緩やかに減少していますが、市内の年少人口の78.2%が中部地域に集中しています。

［表６－２］地区別の年少人口の推移　
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⇒⇒

地区 人口 人口 増減（人） 増減率(%)

東根 18,447 38.7 19,415 40.9 968 5.2

神町 13,960 29.3 14,469 30.5 509 3.6

東郷 3,100 6.5 2,529 5.3 △ 571 △ 18.4

高崎 1,663 3.5 1,257 2.6 △ 406 △ 24.4

大富 4,449 9.3 4,325 9.1 △ 124 △ 2.8

小田島 3,493 7.3 3,498 7.4 5 0.1

長瀞 2,531 5.3 2,010 4.2 △ 521 △ 20.6

計 47,643 100 47,503 100 △ 140

※各年４月１日現在の住民基本台帳登録者数

全体に占める割合％全体に占める割合％

10.0

20.722.0

中部

東部

西部

増減・率平成27年

71.368.0

8.0

H27～R6（9年間）

令和６年

⇒⇒

地区 人口 人口 増減（人） 増減率(%)

東根 2,768 40.6 2,645 41.6 △ 123 △ 4.4

神町 2,405 35.3 2,326 36.6 △ 79 △ 3.3

東郷 269 3.9 183 2.9 △ 86 △ 32.0

高崎 135 2.0 70 1.1 △ 65 △ 48.1

大富 631 9.3 530 8.3 △ 101 △ 16.0

小田島 365 5.4 460 7.2 95 26.0

長瀞 239 3.5 142 2.2 △ 97 △ 40.6

計 6,812 100 6,356 100 △ 456

令和６年 増減・率

18.1 17.8

平成27年

75.9

5.9 4.0

西部

中部

東部

※各年４月１日現在の住民基本台帳登録者数

年少人口に占める割合％年少人口に占める割合％

78.2

H27～R6（9年間）
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6　児童の入所状況
（１）就学前児童の居場所

　従来、２歳児までは家庭保育が中心の傾向にありましたが、令和元年と令和６年の比較でみる
と、３歳未満児の施設利用が増加してきていることがわかります。
　施設利用としては、保育所、認定こども園の利用率の増加、幼稚園、児童センターの利用率の
減少が見られます。保育所、こども園の利用割合は、全年齢で増加傾向にあります。
　核家族化が進行し、家庭で保育できる大人が少なくなっていること、児童福祉施設の整備が図
られてきたこと等により、家庭等での保育児童は減少傾向にあります。

　［図９］就学前児童の居場所　令和元年と令和６年の対比� 単位：％　

こども園：認定こども園　児セン：児童センター　小規模：小規模保育施設　
（資料）こども家庭課調べ　
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（２）市内児童福祉施設等入所状況
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市内児童福祉施設等入所状況

◎保　育　所 令和6年4月1日現在

定員 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 合 計 備 考

150 4 15 21 35 38 34 147 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

150 6 11 16 33 38 32 136 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

90 0 0 11 23 19 21 74

390 10 26 48 91 95 87 357

30 6 11 10 0 0 0 27 ０歳児は　生後２ヶ月以上　が対象

90 8 16 17 20 19 20 100 ０歳児は　生後２ヶ月以上　が対象

60 8 26 28 0 0 0 62 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

30 6 13 10 0 0 0 29 ０歳児は　生後２ヶ月以上　が対象

100 5 15 18 25 24 26 113 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

60 3 12 12 14 14 16 71 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

370 36 93 95 59 57 62 402

2 1 5 6 3 4 21

760 48 120 148 156 155 153 780

◎認定こども園

定員 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 合 計 備 考

保育 65 3 7 11 14 18 14 67 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

教育 15 0 0 0 6 3 7 16

保育 112 4 15 22 26 28 22 117 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

教育 18 0 0 0 4 3 4 11

210 7 22 33 50 52 47 211

保育 75 3 11 14 18 21 22 89 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

教育 15 0 0 0 6 4 3 13

保育 105 12 17 20 26 23 27 125 ０歳児は　生後６ヶ月以上　が対象

教育 15 0 0 0 5 6 4 15

保育 105 6 12 14 26 27 25 110 ０歳児は　生後２ヶ月以上　が対象

教育 15 0 0 0 6 5 5 16

保育 92 0 6 10 19 20 31 86

教育 81 0 0 0 22 24 31 77

保育 92 0 6 10 20 28 25 89

教育 81 0 0 0 23 19 28 70

676 21 52 68 171 177 201 690

1 5 4 5 4 3 22

0 0 0 3 2 8 13 満３歳～

1 5 4 8 6 11 35

886 29 79 105 229 235 259 936

施設名

ひがしね保育所

さくらんぼ保育所

神町保育所

公立保育所　　小計

（学）神町幼稚園

（福）さくらこども園

（福）あゆみ保育園

（福）なかよし保育園

（学）ルンビニー保育園

（福）あおぞら保育園

（福）おおとみ保育園

民立保育所　　小計

市　外　委　託

合 計

施設名

東部こども園

公立こども園　　小計

（株）大ケヤキ中央保育園

ひがしねこども園

（福）認定こども園おだしま

（福）あおぞらこども園

民立こども園　　小計

市外施設（保育認定）

市外施設（教育認定）

市外こども園　　小計

合 計

（学）ひがしね幼稚園
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◎小規模保育事業 令和6年4月1日現在

定員 ０ 歳 １ 歳 ２ 歳 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 合 計 備 考

18 6 6 7 0 0 0 19 ０歳児は　生後２ヶ月以上　が対象

15 3 7 4 0 0 0 14 ０歳児は　生後２ヶ月以上　が対象

18 6 6 7 0 0 0 19 ０歳児は　生後２ヶ月以上　が対象

0 1 1 0 0 0 2

51 15 20 19 0 0 0 54

市　外　委　託

合 計

施設名

（株）さくらんぼの森保育園

（株）マーガレット保育園

（同）大森にじいろ保育園

◎新制度幼稚園（施設型給付）

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 備 考

0 0 0 2 3 2 7 満３歳～

0 0 0 2 3 2 7

０ 歳 １ 歳 ２ 歳 ３ 歳 ４ 歳 ５ 歳 合計 備 考

0 0 0 0 0 0 0 令和４年度～休所

0 0 0 0 9 5 14

0 0 0 0 9 5 14

0 0 0 0 0 0 0 ２歳児～

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 備 考

0 6 7 5 4 4 26 ０歳児は　生後４５日以上 が対象

0 5 1 1 1 0 8 ０歳児は　生後２ヶ月以上 が対象

0 6 6 0 0 0 12 ０歳児は　生後２ヶ月以上 が対象

1 4 4 1 0 0 10 ０歳児は　生後２ヶ月以上 が対象

1 21 18 7 5 4 56

4 7 4 0 0 0 15 企業主導型保育事業所

2 10 7 0 0 0 19 企業主導型保育事業所

6 17 11 0 0 0 34

1 1 0 0 0 0 2 事業所内託児所

0 2 2 0 0 0 4 事業所内託児所

1 3 2 0 0 0 6

8 41 31 7 5 4 96

施 設 名

市外施設（教育認定）

合 計

星の子ﾍﾞﾋﾞｰﾎｰﾑ

◎児童センター等

施 設 名

高崎児童センター

長瀞児童センター

合 計

大けやき親子通園

施 設 名

ひまわり幼児園

◎認可外保育施設(届出保育施設等)

のびのび保育園

認可外保育施設 小計

まませるふ保育園　東根園

企業主導型保育施設　小計

山形ロイヤル病院 院内保育室

ラルクＫｉｄｓ

スマイル・キッズ　きたこう

事業所内保育 小計

合 計

さくらっこ保育園
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第二期計画期間中の保育定員の変遷

※第二期計画期間後では、Ｒ７．４．１　小規模保育事業所（定員１８人）が開所

（３）保育所等入所児童数の推移

　第一期、第二期計画期間中において、児童福祉施設等の整備方針に基づき、保育所や認定こど
も園、小規模保育事業の整備を大幅に進めてきました。
　その結果、保育定員の大幅な伸びが見られます。入所児童数も定員増に伴い増加しており、特
に、３歳未満児の入所児童数が増加しています。
　なお、定員数に対し、入所児童数が多くなっていますが、保育所の定員弾力化（待機児童対策
のため、人員・面積基準を満たしたうえで、定員の１２０％まで受け入れることができる特例）の
ほか、新制度開始以降、市外の保育所や認定こども園等に入所する児童も増えていることが要因
です。� ＊保育所等・・・保育所、認定こども園の保育所部門、小規模保育事業

［図１０－１］保育所定員と入所児童数の推移� 単位：人　

年月日 施　設　名
定員の増減

増
減 付　　記

開所 定員変更
Ｒ２．４．１（株）大ケヤキ中央保育園 ４８ 保育定員４８人
Ｒ４．４．１（公）ひがしねこども園 １０５ 保育定員１０５人、教育定員２５人
〃 （株）大ケヤキ中央保育園 １２ 定員４８人→６０人

Ｒ６．４．１（福）さくらこども園 △ ９ 定員８４人→７５人（教育定員との調整）
〃 （公）ひがしねこども園 ７ 定員１０５人→１１２人（教育定員との調整）
〃 （学）ひがしね幼稚園 ９２ 保育定員９２人、教育定員８１人
〃 （学）神町幼稚園 ９２ 保育定員９２人、教育定員８１人
保育定員の増　３４７人 ３３７ １９ △ ９

810 810
924

1047 1075
1158 1158

1275 1275

1457

846 839
924

1082

1192
1255 1253

1317 1359

1539

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

定 員 入所児童数
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　［図１０－２］年齢別保育所入所児童数の推移� 単位：人　　

（４）認定こども園（幼稚園部門）入所児童数の推移

　認定こども園とは、教育・保育を一体的に行う施設で、いわば幼稚園と保育所の両方の良さを
併せ持っている施設として、定員、利用者数ともに増加しています。
　市内には現在、認定こども園が７施設あります。
　保育所部門の入所児童数は保育所に計上していますので、ここでは、幼稚園部門の入所児童数
の推移を計上しています。令和６年度から２施設が幼稚園から認定こども園へ移行したことによ
り、大きく増加しています。

　　　［図１１］年齢別認定こども園（幼稚園部門）入所児童数の推移� 単位：人　　　　

（資料）こども家庭課調べ（４月１日現在）　　　　　

30 43 46 80 83 89 86 70 91 92115 104 132
161 196 190 193 217 208 219124 130

163
219 204 256 240 258 259 272

167 169
204
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310
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（５）市内幼稚園入所児童数の推移

　保育に対する需要の増加に伴い、市内幼稚園入所児童数については、年々減少傾向にあります。
　令和６年度から市内の幼稚園２施設が認定こども園へ移行しましたので、令和６年度からは、
保育所等（保育所部門）、認定こども園（幼稚園部門）のそれぞれに入所児童数を計上しています。

　　［図１２］市内幼稚園入所児童数の推移� 単位：人　　　

（資料）東根市統計資料（５月１日現在）　　　

（６）児童センター入所児童数の推移

　令和４年度から、東根児童センター・本郷児童センターをひがしねこども園に統廃合したこと
で、入所児童数は大幅に減少しました。
　また、保育に対する需要の増加に伴い、利用希望者数が減少しており、令和４年度から高崎児
童センターは休所し、現在開所している児童センターは長瀞児童センターのみとなっています。

　　　［図１３］年齢別児童センター入所児童数の推移� 単位：人　　　　

（資料）こども家庭課調べ（４月１日現在）　　　　
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（７）市内認可外保育施設（届出保育施設等）入所児童数の推移

　３歳未満児を中心に、入所児童の利用があります。
　令和６年度は、認可外保育施設が４施設、企業主導型保育施設が２施設、事業所内保育施設が
２施設となっています。
　認可施設の整備を推進してきたことに加え、「幼児教育・保育の無償化」の実施により、これ
らの施設を希望する世帯が減少し、入所児童数の減少が見られます。

　　［図１４］年齢別認可外保育施設（届出保育施設等）入所児童数の推移� 単位：人　　　

（資料）こども家庭課調べ（４月１日現在）　　　
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（８）放課後児童クラブの入所児童数の推移

　核家族化の進行と女性就業率の高まりを背景とした学童保育に対するニーズは年々増加してい
ます。入所児童数も大幅に増加し、令和５年度では、１，０００人を超えました。

［表７］放課後児童クラブの入所児童数の推移� 単位：人

（資料）こども家庭課調べ（年平均人数）

［図１５］放課後児童クラブの入所児童数の推移� 　　　　　単位：人

（資料）こども家庭課調べ（年平均人数）

年度クラブ名 平　成
27年度

平　成
28年度

平　成
29年度

平　成
30年度

令　和
元年度

令　和
２年度

令　和
３年度

令　和
４年度

令　和
５年度

神町さくらんぼクラブ 73 80 88 82 82 97 96 99 109
タントスマイルクラブ 150 177 174 168 150 162 174 188 211
大富わらしっこクラブ 100 108 100 101 99 92 81 86 95
小田島学童クラブ 69 61 63 68 83 92 88 89 65
高崎学童クラブ 33 39 44 45 45 40 46 42 43
大けやき学童クラブ 83 106 119 133 132 148 156 166 183
大森なかよしクラブ 166 246 194 204 225 214 216 226 213
東郷学童クラブ 41 33 38 35 38 46 49 52 52
かりがね学童クラブ 37 41 46 46 44 34 26 34 34

合　　計 752 891 866 882 898 925 932 982 1,005
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第３章　第二期計画の検証

　本計画の策定にあたり、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とした「第二期東
根市子ども・子育て支援事業計画」について、経過と進捗の検証を行いました。

1　児童数の状況

　第二期東根市子ども・子育て支援事業計画で推計した児童数（計画値）を実績値と比較すると、
就学前児童数（０～５歳）については、出生数の減少に伴い、特に０歳で計画値を大きく下回り、
計画値と実績値の乖離は年々大きくなっています。特に、令和６年度は、計画値に対し実績値が
２２２人下回っています。
　一方で、小学生児童数（６～１１歳）については、計画期間を通して実績値が上回り、令和６年
度は、計画値に対し実績値が３４人上回っています。

○就学前児童数（０～５歳）� 単位：人

○小学生児童数（６～１１歳）� 単位：人

2　幼児教育・保育の量の見込みに対する確保の方策

　第二期東根市子ども・子育て支援事業計画では、幼児教育・保育の利用状況及びニーズ調査な
どを踏まえて、保育所・認定こども園・小規模保育事業のほか、未移行幼稚園・児童センターの
量の見込み（利用希望）を算定し、それに対する確保の方策（定員数）を定めました。
　就学前児童数は令和２年度以降減少していますが、保育ニーズは依然として高い状況にあり、
特に３～５歳児においては、令和４年度に児童センター２施設の認定こども園１施設への統廃合
や令和６年度に幼稚園２施設の認定こども園への移行に伴い、１号認定の利用実績が減少し、２
号認定の利用実績が計画値を大幅に上回った結果となりました。
　３号認定については、利用実績が計画値を下回っていますが、特に１・２歳児においては年々
利用率が高くなり、令和６年度においてはほぼ計画値通りの実績となりました。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
計画値ａ ２，５６３ ２，５６３ ２，５２５ ２，５４９ ２，５２１
実績値ｂ ２，５１０ ２，４８５ ２，４２８ ２，４２４ ２，２９９
ｂ－ａ △ ５３ △ ７８ △ ９７ △ １２５ △ ２２２

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
計画値ａ ２，６５８ ２，６６２ ２，６７９ ２，６２６ ２，６４７
実績値ｂ ２，６６５ ２，６８０ ２，７１０ ２，６５３ ２，６８１
ｂ－ａ ７ １８ ３１ ２７ ３４

27



○１号認定（幼児教育・３～５歳児）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　対象施設：幼稚園、認定こども園（教育部分）、児童センター� 単位：人

○２号認定（保育・３～５歳児）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　対象施設：保育所、認定こども園（保育部分）� 単位：人

○３号認定（保育・１～２歳児）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　対象施設：保育所、認定こども園、小規模保育事業、企業主導型保育施設（地域枠）� 単位：人

○３号認定（保育・０歳児）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　対象施設：保育所、認定こども園、小規模保育事業、企業主導型保育施設（地域枠）� 単位：人

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込みａ ４９５ ５０５ ４８９ ４９７ ４８７
確保の方策 ６２１ ６０９ ４９９ ４９５ ４９３

利用実績ｂ ５３０ ５２０ ４４０ ４４５ ２５２
ｂ－ａ ３５ １５ △ ４９ △ ５２ △ ２３５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込みａ ７７６ ７９０ ７６６ ７７８ ７６３
確保の方策 ７０６ ７０６ ７８３ ７８３ ７８３

利用実績ｂ ７２０ ７３４ ７６６ ８０１ ９５６
ｂ－ａ △ ５６ △ ５６ ０ ２３ １９３

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込みａ ５１１ ４９３ ４９５ ４９８ ４９７
確保の方策 ３８９ ４００ ４６３ ４９９ ４９９

利用実績ｂ ４４６ ４３３ ４７５ ４６７ ４９１
ｂ－ａ △ ６５ △ ６０ △ ２０ △ ３１ △ ６

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込みａ １０８ １０９ １０９ １０９ １０８
確保の方策 ９８ ９８ １１２ １１２ １１２

利用実績ｂ ８９ ８６ ７０ ９１ ９２
ｂ－ａ △ １９ △ ２３ △ ３９ △ １８ △ １６
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3　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容

　計画期間における地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」及び「確保の内容」について
は、次のとおりです。

（１）延長保育事業
　�　保育認定を受けたこどもについて、通常の利用時間以外の時間において、保育所、認定こど
も園等で保育を実施する事業です。
　�　令和６年度は、保育所９施設、認定こども園７施設、小規模保育事業３施設で実施していま
す。利用実績については、令和４年度以降減少していますが、今後も同程度の利用者数はある
ものと考えます。

単位：人（延べ）

（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
　�　保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に
適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。
　�　市内では小学校区ごとに９クラブで実施しています。令和２年度以降利用者数は増加し、第
二期計画における量の見込みを上回る利用実績となっています。
　�　放課後児童クラブの利用者は、小学１～３年生が多く、児童数に占める利用割合は年々増加
しています。児童人口推計と利用実績を踏まえ、保護者のニーズに合った提供体制の確保が求
められます。

単位：人

（３）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）
　�　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提
供、助言その他の援助を行う事業です。市内ではさくらんぼタントクルセンターとひがしねあ
そびあランドの２か所で実施しています。
　�　令和２年度から令和４年度までは、新型コロナウイルス感染症の流行により、利用者数は減
少していましたが、今後利用者数は回復していくと見込んでいます。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み ４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００
確保の方策 ４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００

利用実績 ３，３４３ ３，３５６ ３，１９６ ３，１８８ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み ９１２ ９１７ ９４３ ９３４ ９５０
確保の方策 １，０３０ １，０３０ １，０３０ １，０３０ １，０３０

利用実績 ９２５ ９３２ ９８２ １，００５ －
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単位：人（延べ）

（４）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）
　�　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を
受けることを希望する「利用会員」と、当該援助を行うことを希望する「協力会員」との相互
援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。
　�　市内公民館や体育館に会員募集のポスターやチラシを設置したほか、活動のＰＲを兼ねた
「ファミ・サポ活動伝え隊」や説明会を行い協力会員の確保に努めた結果、令和２年度以降利
用実績の増加につながりました。

単位：人（延べ）

（５）一時預かり事業
　①　一時預かり事業（一般型）
　　�　家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、認定こども園、
幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所で一時的に預かり、必要な保護を行う事
業です。市内では、市立保育所２施設、市が委託をした認定こども園１施設で「一時保育事
業」として実施しています。

　　�　令和２年度から令和４年度までは、新型コロナウイルス感染症の流行により、利用者数は
減少していましたが、今後利用者数は回復していくと見込んでいます。

� 単位：人（延べ）

　②　一時預かり事業（幼稚園型）
　　�　幼稚園や認定こども園（幼稚園部分）における在園児を対象とした一時預かり事業（幼稚
園型）は、幼稚園の教育時間以外における保育を希望していて、かつ、就労等をしている保
護者のニーズに応えるもので、教育時間の前後に行われています。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み ８００ ８００ ８００ ８００ ８００
確保の方策 ８００ ８００ ８００ ８００ ８００

利用実績 ６５９ ７１１ ７６６ ７０６ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み １，３００ １，３００ １，３００ １，３００ １，３００
確保の方策 １，３００ １，３００ １，３００ １，３００ １，３００

利用実績 ７９０ ５７７ ５２５ １，２４３ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００
確保の方策 １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００

利用実績 ５，４１６ １０，１３８ ８，４４２ １６，１７５ －
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　　�　市内では、認定こども園で実施しており、令和４年度に１施設、令和６年度に２施設増加
し、令和６年度は７施設で実施しています。実施施設数の増加に伴い利用実績が伸びること
が見込まれます。幼稚園や認定こども園（幼稚園部分）を利用している中でも、保育を必要
とする家庭が増えています。

� 単位：人（延べ）

（６）病児・病後児保育事業
　�　病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に
保育等を実施する事業です。
　�　市内では、病気回復期にあり、集団保育が困難な時期のこどもの保育を行うことで、保護者
の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成に寄与することを目的として、
満１歳から小学６年生までを対象に、病後児保育施設「さんさん」に委託し実施しています。
　�　この事業に対する需要の増加や事業の積極的な周知に加え、令和４年度からは、山形連携中枢
都市圏における連携事業として、広域的な利用が可能となったため、利用者数は増加しています。

単位：人（延べ）

（７）妊婦健康診査事業
　�　母子保健法の規定により実施される妊婦健康診査で、妊婦の健康管理の充実及び経済的負担
の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができる体制を確保する事業です。
　�　市では、母子手帳交付の際、妊婦健康診査の重要性を説明し、適切な時期に確実に受診する
ように促しています。妊婦健康診査１４回、子宮頸がん検診１回、性器クラミジア１回、ＨＴＬ
Ｖ－１１回、超音波検査４回、歯科健康診査１回の助成を実施しています。里帰り先の県外医療
機関で受診した場合についても、償還払いで対応しています。また、妊娠確定前の診察費用の
助成を行い、子育て世帯の経済的負担の軽減を行っています。
　　妊娠届出数が減少傾向にあり、それに伴い実績数も減少しています。

単位：人

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み ７，２００ ７，２００ ７，３００ ７，３００ ７，４００
確保の方策 ７，２００ ７，２００ ７，３００ ７，３００ ７，４００

利用実績 ８，９２７ ７，４４６ １０，５５０ １１，２８１ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み ５５ ５５ ５５ ５５ ５５
確保の方策 ５５ ５５ ５５ ５５ ５５

利用実績 ６３ ９２ １１５ ２２９ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
計画値
量の見込み ４１０ ４１０ ４１０ ４１０ ４１０

利用実績 ３９４ ３６３ ３３８ ３４０ －
（参考）延人数利用実績 ７，４４８ ６，８９６ ６，９５６ ６，６６３ －
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（８）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
　�　児童福祉法に基づき、生後４ヵ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関
する情報や養育環境等の把握を行う事業です。
　�　市では、母子保健法に基づく新生児訪問指導と合わせて実施しています。乳児がいるすべて
の家庭を訪問し、乳児及び産婦への適切な指導を行ったり、相談を受けたりしたことで、育児
に対する不安の軽減を図り、生活状況の把握や必要な助言を行うことで適切なサービスにつな
げることに努めています。
　　乳児数の減少に伴い、利用実績も減少しています。

単位：人

（９）養育支援訪問事業
　�　若年夫婦や高齢初産婦、未婚、生活困窮など、さまざまな課題を抱える妊産婦に対し、家庭
訪問を行い、課題の聞き取りや育児についての助言指導を行う事業です。
　�　市では、妊娠届出や乳児健診、家庭訪問、関係機関からの連絡や相談等で支援が必要な家庭
を把握した場合、支援計画を作成し、適切な養育が行われるよう関係機関と連携しながら支援
を行っています。
　�　各年度の利用実績は一定ではありませんが、引き続き必要に応じた提供体制の確保が求めら
れます。
� 単位：人

（10）子育て短期支援事業
　�　保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童に
ついて、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショー
トステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））です。
　�　各年度の利用実績は少数ではありますが、引き続き必要に応じた提供体制の確保が求められ
ます。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
計画値
量の見込み ４１０ ４１０ ４１０ ４１０ ４１０

利用実績 ３９８ ３８１ ３９０ ３１９ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
計画値
量の見込み ３５ ３５ ３５ ３５ ３５

利用実績 ２９ ２５ ２１ ２８ －
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　①　ショートステイ事業

　②　トワイライトステイ事業

（１１）利用者支援事業
　�　平成２７年度から創設された事業で、児童や保護者、妊婦の身近な場所で、子育て支援に係る
情報提供を行い、様々な相談・助言を行うとともに、関係機関と連絡調整を行うものです。
　�　令和５年度から、母子健康包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の機能を持つ「こど
も家庭センター」を新設し、こども家庭課と健康推進課が連携し、乳幼児健診や乳児全戸訪問
などを実施するほか、妊娠・出産、子育て期における相談に応じ、包括的で切れ目のない支援
を行っています。

（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業
　�　低所得及び多子世帯の保護者の負担軽減を図るため、未移行幼稚園、児童センター、認可外
保育施設を利用した場合の副食費（おかず代等）の提供に要する費用を助成しています。上記
のうち児童センター、認可外保育施設は市独自での助成となります。
� 単位：人

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み（人） ３５ ３５ ３５ ３５ ３５
確保の内容
（箇所、人）

１ １ １ １ １
３５ ３５ ３５ ３５ ３５

利用実績 ０ ０ ０ ０ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

量の見込み １か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

確保の内容 １か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

実績 １か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（母子保健型）

１か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

利用実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
未移行幼稚園 ６５ ５４ ９５ ４２ －
児童センター ２７ ２７ ４ ５ －
認可外保育施設 １１ １６ １３ １０ －

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画値
量の見込み（人） ３５ ３５ ３５ ３５ ３５
確保の内容
（箇所、人）

２ ２ ２ ２ ２
３５ ３５ ３５ ３５ ３５

利用実績 ７ ０ ０ １４ －
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施策の展開

第４章
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Ⅰ　子ども・子育て支援新制度の概要

1　乳幼児期の教育・保育サービスの施設や事業の概要

　子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援新制度では、認定こども園の普及促進が図
られ、待機児童対策として地域型保育事業が新設されました。令和元年10月から、子育てのため
の施設等利用給付が加わり、未移行幼稚園や認可外保育施設等の利用者に対する施設等の利用に
かかる支援が新設されました。
　また、地域子ども・子育て支援事業についても、令和６年度から子育て世帯訪問支援事業、児
童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業が加わり、令和７年度からは、妊婦等包括相談支援
事業、産後ケア事業、乳児等通園支援事業の３事業が追加されます。
　乳幼児期の教育・保育サービスの施設や事業の概要は、以下のとおりです。

子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育しているものに必要な支援

子ども・子育て支援給付 その他の子ども及び子どもを養育
しているものに必要な支援　　　

子どものための
教育・保育給付

子育てのための
施設等利用給付 地域子ども・子育て支援事業

認定こども園・幼稚園・保
育所・小規模保育等に係る
共通の財政支援

未移行幼稚園、認可外保育
施設、預かり保育等の利用
に係る財政支援

地域の実情に応じた子育て支援

施設型給付費
・新制度幼稚園
・認定こども園
・保育所（委託費）

地域型保育給付費
・小規模保育
・家庭的保育
・居宅訪問型保育
・事業所内保育

施設等利用費
・未移行幼稚園
・特別支援学校
・預り保育事業
・認可外保育施設
・一時預かり事業
・病児病後児保育事業
・子育て援助活動支援事業

地域子ども・子育て支援事業
・延長保育事業
・放課後児童健全育成事業
・地域子育て支援拠点事業
・子育て援助活動支援事業
　（ファミリー・サポート・センター事業）
・一時預かり事業
・病児・病後児保育事業
・妊婦健康診査事業
・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業
・子育て短期支援事業
・利用者支援事業
・実費徴収に係る補足給付を行う事業
・多様な事業者の参入促進・能力活用事業
・子育て世帯訪問支援事業【Ｒ６～】
・児童育成支援拠点事業【Ｒ６～】
・親子関係形成支援事業【Ｒ６～】
・妊婦等包括相談支援事業【Ｒ７～】
・産後ケア事業【Ｒ７～】
・乳児等通園支援事業【Ｒ７～】

※【　】内は、法律の改正により新たに地域子ども・子育て支援事業に位置付けられた年度を示しています。
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2　子どものための教育・保育給付認定

　幼稚園、保育所、認定こども園等において特定教育・保育等を受ける場合に必要な認定です。
認定区分は次の３つです。

3　子育てのための施設等利用給付認定

　子ども・子育て支援施設を利用し、特定子ども・子育て支援に要した費用について、施設等利
用費の支給を受ける場合に必要な認定です。認定区分は次の３つです。

4　保育を必要とする事由

　保育認定を受ける場合には、下記の事由のいずれかに該当することが必要です。

認定区分 対象となる子ども 利用施設
１号認定

（教育認定）
満３歳以上

教育のみを必要とする ・新制度幼稚園
・認定こども園（幼稚園部分）

２号認定
（保育認定）

保育を必要とする
・認定こども園（保育部分）
・保育所
・地域型保育事業３号認定

（保育認定） 満３歳未満

認定区分 対象となる子ども 利用施設
新１号認定
（教育認定） 満３歳以上 幼稚園利用を必要とする ・未移行幼稚園

新２号認定
（保育認定）

クラス年齢
３歳～５歳

保育を必要とする事由
があり、預り保育事業
等を利用する

・未移行幼稚園
・認可外保育施設
・新制度幼稚園
・認定こども園（幼稚園部分）
・一時預かり事業
・ファミリー・サポート・センター事業
・病児、病後児保育事業

新３号認定
（保育認定）

クラス年齢
０歳～２歳
※�市民税非課
税世帯のみ

認定事由
①　就労 １ヵ月に４８時間以上就労している場合
②　妊娠・出産 母が妊娠中または出産後まもなく、兄姉の保育が困難な場合
③　疾病・障がい 疾病もしくは負傷、または精神や身体に障がいを有している場合
④　介護・看護 同居親族を常時介護または看護している場合
⑤　災害復旧 震災、風水害、火災その他災害の復旧に当たっている場合
⑥　求職活動 求職活動（起業の準備を含む）を継続的に行っている場合
⑦　就学 各種学校への就学または職業訓練を受けている場合
⑧　その他 児童虐待または家庭内暴力（ＤＶ）の恐れがある場合など
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Ⅱ　事業量の目標
　本章では、子ども・子育て支援法第６１条第２項において、計画への記載が求められている事業
等について、量の見込みとその確保方策について定めることとします。

1　幼児教育・保育の提供区域

　幼児教育・保育の提供区域は、現状どおり市内一円とし、施設入所や事業利用の際の地域要件
は設けないこととします。

2　幼児教育・保育の量の見込み

（１）認定区分と提供施設
　　こどもの年齢や保育の必要性に応じた「認定区分」ごとに設定します。

（２）「量の見込み」の推計方法
　�　本市では、国が示した算定方式を参考にしながら、第二期計画と同様に保護者アンケート・
これまでの保育所申し込み状況・児童人口推計等をもとに、量の見込みを算定しました。

単位：人

認定区分 主な提供施設

１号 クラス年齢
３～５歳 幼児教育を希望する場合 新制度幼稚園

認定こども園

２号 クラス年齢
３～５歳

保育の必要性の認定を受けていて、保育所等で
の保育を希望する場合 保育所・認定こども園

３号 クラス年齢
０～２歳

保育の必要性の認定を受けていて、保育所等で
の保育を希望する場合

保育所・認定こども園
地域型保育事業

３～５歳児 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
人口推計 １，２０５ １，１５５ １，０９２ １，０６８ １，０５８

幼児教育・量の見込み（上記×２０．０％） ２４０ ２２９ ２１７ ２１３ ２１０
保育・量の見込み（上記×７８．０％） ９３８ ８９９ ８５０ ８３２ ８２４

２歳児（保育） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
人口推計 ３５２ ３４２ ３４４ ３４２ ３４０

量の見込み（上記×７６．０％） ２６７ ２５９ ２６１ ２５９ ２５８

０歳児（保育） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
人口推計 ３３５ ３３３ ３３１ ３３１ ３３１

量の見込み（上記×３２．０％） １０７ １０６ １０２ １０２ １０２

１歳児（保育） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
人口推計 ３４１ ３４３ ３４１ ３３９ ３３９

量の見込み（上記×７２．０％） ２４５ ２４６ ２４５ ２４４ ２４４
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■３～５歳児
　①　保育需要あり（保護者アンケートより）
　　　母親が就労中（７９．５％）＋これから働く予定の潜在需要（２．２％）＝８１．７％
　②　上記のうち、日常的に子どもを祖父母に見てもらえる割合（保護者アンケートより）
　　　上記８１．７％×２９．５％≒２４．１％
　　○２号認定（保育の必要性あり）について
　　　�　①８１．７％－②２４．１％＝５７．６％となるが、直近２か年平均の３～５歳児の保育所等の申込

み割合は７８．０％となっていることから、７８．０％と見込む。
　③　家庭保育等の割合（市の実態調査より）　２．０％
　　○１号認定（幼児教育）の割合を　１００％－２号認定７８．０％－③２．０％＝２０．０％と見込む。

■２歳児
　①　保育需要あり（保護者アンケートより）
　　　母親が就労中（７９．４％）＋これから働く予定の潜在需要（２．８％）＝８２．２％
　②　上記のうち、日常的に子どもを祖父母に見てもらえる割合（保護者アンケートより）
　　　　上記８２．２％×３０．７％≒２５．２％
　　○３号認定（保育の必要性あり）について
　　　�　①８２．２％－２５．２％＝５７．０％となるが、直近２か年平均の２歳児の保育所等の申し込み割

合は７６．０％となっていることから、７６．０％と見込む。

■１歳児
　①　保育需要あり（保護者アンケートより）
　　　母親が就労中（７８．１％）＋これから働く予定の潜在需要（２．９％）＝８１．０％
　②　上記のうち、日常的に子どもを祖父母に見てもらえる割合（保護者アンケートより）
　　　　上記８１．０％×１９．２％≒１５．６％
　　○３号認定（保育の必要性あり）について
　　　�　①８１．０％－２５．２％＝５７．０％となるが、直近２か年平均の１歳児の保育所等の申し込み割

合は７２．０％となっていることから、７２．０％と見込む。

■０歳児
　①　保育需要あり（保護者アンケートより）
　　　母親が就労中（７０．７％）＋これから働く予定の潜在需要（３．５％）＝７４．２％
　②　上記の①のうち、母親が育児休業を取得した割合（保護者アンケートより）
　　　　①７４．２％×６３．８％≒４７．３％
　　　　※０歳児を持つ母親は、育児休業中の割合が高いため参酌する。
　　○３号認定（保育の必要性あり）について
　　　�　①７４．２％－②４７．３％＝２６．９％となるが、直近２か年平均の０歳児の保育所等の申し込み

割合は３２．０％となっていることから、３２．０％と見込む。
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3　幼児教育・保育の量の見込みに対する確保の方策

○１号認定（幼児教育・３～５歳児）� 単位：人

○２号認定（保育・３～５歳児）� 単位：人

○３号認定（保育）� 単位：人

� 単位：人

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込みＡ 240 229 217 213 210

確保の
方策Ｂ

特定教育・保育施設
（認定こども園） 240 255 255 255 255

計 240 255 255 255 255
Ｂ－Ａ 0 26 38 42 45

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込みＡ ９３８ ８９９ ８５０ ８３２ ８２４

確保の
方策Ｂ

特定教育・保育施設
（保育所・認定こども園） ８８４ ８７８ ８７８ ８７８ ８７８

計 ８８４ ８７８ ８７８ ８７８ ８７８
Ｂ－Ａ △ ５４ △ ２１ ２８ ４６ ５４

２歳児 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込みＡ 267 259 261 259 258

確
保
の
方
策
Ｂ

特定教育・保育施設
（保育所・認定こども園） 248 261 261 261 261

特定地域型保育施設
（小規模保育事業） 18 18 18 18 18

企業主導型保育施設の地域枠 6 6 6 6 6
計 272 285 285 285 285

Ｂ－Ａ 5 26 24 26 27

１歳児 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込みＡ 245 246 245 244 244

確
保
の
方
策
Ｂ

特定教育・保育施設
（保育所・認定こども園） 185 197 197 197 197

特定地域型保育施設
（小規模保育事業） 18 18 18 18 18

企業主導型保育施設の地域枠 6 6 6 6 6
計 209 221 221 221 221

Ｂ－Ａ △ 36 △ 25 △ 24 △ 23 △ 23
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単位：人

　第二期計画期間中、民間事業者による保育所の整備や公設公営の認定こども園の整備、未移行
幼稚園の認定こども園への移行により、不足する保育の受け皿の拡大に努めましたが、教育・保
育の認定区分ごとに推計した量の見込みに対する確保の方策を見ると、１号認定・２号認定では、
確保の量は充足するものと見込んでいます。３号認定では、令和８年４月に開園を目指す民間事
業者による保育所等２施設の整備により確保される量を含めても、３歳未満児の保育需要の増加
を背景とした量の見込みも増加していることから、その中でも特に需要が増加している１歳児に
おいて、確保の量が不足すると見込んでいます。この状況を踏まえ、次の点について十分に留意
しながら、本計画期間中の新たな保育施設の整備について検討します。
【検討にあたっての留意点】
〇�　令和８年度から新たな給付として開始する「乳児等通園支援事業（誰でも通園制度）」の影響
〇　市内認可外保育施設閉園の影響
〇　以前から課題となっている年度途中に育児休業から復職する際の保育の提供
〇　きょうだい同時入園等の入所調整に係る課題
〇　利用者が年々減少する児童センター、老朽化が進む保育所といった公営施設の在り方

令和７年度以降の整備等

０歳児 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込みＡ 107 106 102 102 102

確
保
の
方
策
Ｂ

特定教育・保育施設
（保育所・認定こども園） 89 95 95 95 95

特定地域型保育施設
（小規模保育事業） 18 18 18 18 18

企業主導型保育施設の地域枠 6 6 6 6 6
計 113 119 119 119 119

Ｂ－Ａ 6 13 17 17 17

開園年度 整備等の内容
令和７年度 小規模保育施設　　１施設　　新設（定員１８名）認可外保育施設からの移行

令和８年度
保育所　　　　　　１施設　　新設（定員１２０名）
認定こども園　　　１施設　　新設（定員７０名）
※上記整備に伴い公立保育所　１施設を廃止

令和８年度以降 本計画期間中に検討
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4　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容

（１）延長保育事業
　�　保育認定を受けたこどもについて、通常の利用時間以外の時間において、認可保育所、認定
こども園等で保育を実施する事業です。
　�　延長保育は、新たな保育施設の創設等により増加するものとして見込み、それに対応する体
制を整えます。
� 単位：人（延べ）

（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
　�　保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に
適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。
　�　今後の量の見込みについては、保護者アンケート・利用実績・児童人口推計等をもとに算定
しました。引き続き保護者ニーズや転入者などの動向を注視するとともに、預かりの必要度も
見極めながら、就学児童の放課後における良好な環境づくりを目指し、質の向上を図ります。
� 単位：人

（３）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）
　�　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提
供、助言その他の援助を行う事業です。
　�　市内では、さくらんぼタントクルセンターとひがしねあそびあランドを地域子育て支援拠点
とし、育児相談や年齢に応じた各種サロンをきめ細かく実施しています。
　�　量の見込みについては、国の定義のとおり０～２歳の利用量を保護者アンケート・利用実績
等をもとに見込んでいます。
� 単位：人（延べ）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み ３，３００ ３，４００ ３，４００ ３，４００ ３，４００
確保の内容 ３，３００ ３，４００ ３，４００ ３，４００ ３，４００

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み １，０１８ １，００１ ９９２ ９６２ ９２６
（内訳）１年生 ２９４ ２８９ ２９１ ２６６ ２５５
　　　　２年生 ２８０ ２７０ ２６５ ２６７ ２４４
　　　　３年生 ２１０ ２２５ ２１７ ２１３ ２１５
　　　　４年生 １６６ １４２ １５２ １４７ １４４
　　　　５年生 ５６ ６３ ５４ ５８ ５６
　　　　６年生 １２ １２ １３ １１ １２
確保の内容 １，０１８ １，００１ ９９２ ９７９ ９７９

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００
確保の内容 １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００
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（４）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）
　�　乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を
受けることを希望する「利用会員」と、当該援助を行うことを希望する「協力会員」との相互
援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。
　�　子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）は、これまでも子育ての
援助（０歳～小学６年生）をお願いしたいという利用会員と、子育ての援助ができる協力会員
のマッチングを行い、利用会員のニーズに応えてきました。
　�　今後も、協力会員を増やす取り組みを継続しながら、協力会員を対象とした研修事業の充実
を目指します。
� 単位：人（延べ）

（５）一時預かり事業
　①　一時預かり事業（一般型）
　　�　一時預かり事業（一般型）は、保育所や認定こども園等に在園していない満１歳から未就
学児の児童の保育が一時的に必要になった場合に、一時的な預かりを行う事業で、市内では
「一時保育」として３か所で実施しています。不定期な就労や通院などで一時預かり事業を
希望する意見も多く、今後も同程度の利用者を見込んでいます。

� 単位：人（延べ）

　②　一時預かり事業（幼稚園型）
　　�　一時預かり事業（幼稚園型）では、１号認定の在園児に対し、就労等で通常時間を超えて
保育を希望する場合に、認定こども園で実施しています。保護者の預かり保育のニーズは高
く、新たな施設の整備等により増加するものとして量の見込みは増加傾向で見込んでいます。

� 単位：人（延べ）

（６）病児・病後児保育事業
　�　病気の回復期にある満１歳から小学校６年生までの児童を、専用の施設で保育する病後児保
育事業を、病後児保育所さんさん（ソーレケアヴィレッジ東根）で実施しています。令和４年
度から、山形連携中枢都市圏における連携事業として、広域的な利用が可能となったことから、
利用者は増加しており、今後も同程度と見込んでいます。

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み ８００ ８００ ８００ ８００ ８００
確保の内容 ８００ ８００ ８００ ８００ ８００

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み １，３００ １，３００ １，３００ １，３００ １，３００
確保の内容 １，３００ １，３００ １，３００ １，３００ １，３００

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み １９，８００ ２３，３００ ２３，３００ ２３，３００ ２３，３００
確保の内容 １９，８００ ２３，３００ ２３，３００ ２３，３００ ２３，３００
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� 単位：人（延べ）

（７）妊婦健康診査助成事業
　�　妊婦の健康保持・増進を図るため、健康状態の把握、検査計測、保健指導を実施するととも
に、妊娠期間中の適時に必要な医学的検査を実施する事業です。また、妊娠確定前の診察費等費
用助成として１万円を上限に実施し、妊娠初期からの母体と胎児の健康確保につなげています。
　�　養育支援を必要とする妊婦については医療機関等と連携しながら適切な支援を行っています。
　　児童人口推計から出生数約３３０人をもとに量の見込みを算出しています。
� 単位：人（延べ）

（８）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
　�　生後１か月から２か月程度の乳児の家庭に対し、育児不安の解消や育児への理解を深めるた
め、保健師や助産師・看護師が訪問指導を行っています。これまで同様、新生児訪問指導と合
わせて実施し全戸訪問を目指します。
　　児童人口推計から出生数約３３０人程度と見込んでいます。
� 単位：人

（９）養育支援訪問事業
　�　養育支援が特に必要な家庭に対し、適切な養育について、保健師等が訪問指導を行う事業で
す。対応に時間を要する複雑なケースが多いため、支援体制を整えるとともに、要保護児童対
策等地域協議会との連携を密にし、必要な家庭に適切な指導を行います。
� 単位：人

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み ２５０ ２５０ ２５０ ２５０ ２５０
確保の内容 ２５０ ２５０ ２５０ ２５０ ２５０

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み ４，６２０ ４，６２０ ４，６２０ ４，６２０ ４，６２０

確保の内容
検査項目：一般診査１４回、HTLV-1検査、クラミジア検査、子宮頸がん検査、
　　　　　超音波検査４回、歯科健康診査、妊娠確定前診察等費用助成
実施機関：各医療機関

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み 330 330 330 330 330
確保の内容 こども家庭課・健康推進課の保健師・助産師・看護師が全戸訪問を行います。

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み 35 35 35 35 35

確保の内容 こども家庭課の保健師等が訪問指導を行い、必要に応じ、関係機関と協力しな
がら指導を行います。
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（１０）子育て短期支援事業
　�　保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童に
ついて、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショー
トステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））です。
　�　必要時、利用につながるよう養護施設との連携を図るとともに、里親による支援なども検討
し、子育て短期支援事業所の確保に努めます。
　①　ショートステイ事業

　②　トワイライトステイ事業

（１１）利用者支援事業
　�　子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保険・医療・福祉
などの関係機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言指導等、必
要な支援を行うとともに関係機関との連絡調整、連携を行うものです。
　�　こども家庭センターにおいて、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支
援及び全てのこどもと家庭に対して、虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援まで、
切れ目なく対応しています。

（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業
　�　低所得及び多子世帯の保護者の負担軽減を図るため、未移行幼稚園、児童センター、認可外
保育施設を利用した場合の副食費（おかず代等）の提供に要する費用を助成します。
　�　上記のうち児童センター、認可外保育施設は市独自で助成します。
　�　なお、保育所・認定こども園における低所得及び多子世帯の副食費については、施設におい
て減免を行っており、市は、施設が減免した分を施設型給付費に上乗せして支払っています。

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み（人） 35 35 35 35 35
確保の内容
（箇所、人）

2 2 2 2 2
35 35 35 35 35

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み（人） 35 35 35 35 35
確保の内容
（箇所、人）

1 1 1 1 1
35 35 35 35 35

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み １か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

確保の内容 １か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）

１か所
（こども家庭センター型）
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（１３）多様な主体が子ども・子育て支援制度に参入することを促進するための事業
　�　特定教育・保育施設等への民間事業者の参入促進の調査研究、多様な事業者の能力を活用し
た特定教育・保育施設等の設置・運営を促進するための事業です。
　�　本計画期間においては当事業に関して量の見込みは設定せず、多様な事業者の能力を活用し
た施設の設置・運営ができるよう、国の動向や保育ニーズに合わせて柔軟に対応します。

（１４）子育て世帯訪問支援事業【Ｒ６～】
　�　妊娠中の方又は生後１年未満のこどもの保護者であり、日中の家事又は育児を行うものが他
にいないため、支援が必要である家庭を対象とします。訪問により、子育てに関する情報提供、
家事・育児に関する支援を行います。
　（例）調理・掃除等の日常的な家事、授乳・沐浴介助や離乳食調理等の育児支援
� 単位：人（延べ）

（１５）児童育成支援拠点事業【Ｒ６～】
　�　養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童に対して、当該児童の居場所と
なる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習サポー
ト、進路等の相談支援、食事の提供等を行う事業です。
　�　現在、ハートフルスクールや民間のこども食堂等複数の関係団体による支援が行われており、
今後は拠点事業の担い手の意向や、支援を必要とする児童の把握等の情報収集を行います。
　�　本計画期間においては当事業に関して量の見込みは設定せず、支援が必要な児童に対しては、
関係機関と個々の連携を取りながら対応します。

（１６）親子関係形成支援事業【Ｒ６～】
　�　児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグ
ループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相
談及び助言を実施する事業です。
　�　現在、家庭相談員が個別面談等により、対象となる児童や保護者に合わせた支援を実施して
いますが、児童や保護者が抱える不安や悩みが多岐にわたることから、保護者同士の情報交換
の機会を提供するまでに至っていません。
　�　本計画期間においては当事業に関して量の見込みは設定せず、既存の相談事業等を通じて必
要な支援につなぐ等、関係機関と連携を図りながら対応します。

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み 288 288 288 288 288
確保の内容 288 288 288 288 288
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（１７）妊婦等包括相談支援事業【Ｒ７～】
　�　妊婦に対する健康診査をはじめ、母子保健に関する知識の普及、妊産婦等への保健指導その
他の母子保健関連施策等を推進し、妊娠・出産期からの切れ目ない支援を実施するものです。
母子保健法上の事業との連携及び調和の確保に努め、妊産婦等に対する保健指導や新生児の訪
問指導等と合わせて行う等の連携に留意します。
� 単位：回

（１８）産後ケア事業【Ｒ７～】
　�　産後の母親の身体的回復と心理的な安定を図るため、心身のケアや育児のサポート等を行い、
安心して子育てができる支援体制の確保を行う事業です。助産院への通所や助産師の訪問、産
科医療機関への宿泊等により、乳房ケアや相談支援を行います。
� 単位：人（延べ）

（１９）乳児等通園支援事業【Ｒ７～】
　�　保育所その他の施設において、乳児又は幼児であって満３歳未満の児童（保育所等に入所し
ているもの除く。）に適切な遊び及び生活の場を提供するとともに、当該乳児又は幼児並びに
その保護者の心身の状況及び養育環境を把握するための当該保護者との面談並びに当該保護者
に対する子育てについての情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。
　�　令和７年度を試行期間として、令和８年度からの本格実施を目指します。
� 単位：人（延べ）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み 990 990 990 990 990
確保の内容 990 990 990 990 990

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み 182 182 182 182 182

確
保
の
内
容

短期入所（ショートステイ）型 48 48 48 48 48
通所（ディサービス）型 109 109 109 109 109
居宅訪問（アウトリーチ）型 25 25 25 25 25

計 182 182 182 182 182

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み 0 192 192 192 192
確保の内容 0 192 192 192 192
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5　放課後子ども総合プランの量の見込みと確保の内容

（１）放課後子ども教室
　�　地域の方々の協力を得ながら、小学生の放課後の居場所づくりや、様々な体験活動や地域と
の交流を支援するものです。
　�　高崎小学校におけるアフタースクールの取り組みは、放課後子ども教室として位置づけてい
ます。
　�　平成２９年度からは、長瀞小学区・東郷小学区においても、放課後子ども教室を実施し、地域
の実状に応じた活動を展開しています。他の小学校区における実施については、引き続き調
査・検討を行います。

（２）一体型放課後児童クラブ
　�　放課後児童クラブと放課後子ども教室を一体的に実施する放課後児童クラブです。
　�　高崎小学校において、平成２７年度から本格実施を行っており、放課後児童クラブと放課後子
ども教室の連携を深め、学校施設の一時的な利用やその際の責任体制の明確化を図るなど、円
滑な運営を行います。

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所

確保の内容 各小学校区の取組みを検証し、他の市内小学校区の実施について調査・検討し
ます。

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度
量の見込み １か所 １か所 １か所 １か所 １か所
確保の内容 高崎小学校区における円滑な運営を目指します。
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6　教育・保育の一体的提供の推進

（１）認定こども園の普及および推進
　�　認定こども園は、保護者の就労状況等にかかわらず、新制度における教育・保育を一体的に
受けることが可能な施設であるため、国においても、普及に向けた取り組みが進められています。
　�　今後認定こども園への移行や新たな参入等については、状況等を勘案しながら、適切な対応
を行います。

（２）質の高い教育・保育についての基本的な考え方
　�　継続的な受け皿の確保と同時に、教育・保育施設に対しては、子どもの発達に応じた質の高
い幼児期の教育・保育を総合的に提供できる環境を整えていくため、教育・保育の質の確保・
向上の取り組みも重要となっています。
　�　市では、保育士等を対象にした保育の質の向上のための研修会を開催するなど、教育・保育
に係る多様なニーズに応えられるよう研修機会の確保に努めます。

（３）地域子ども・子育て支援事業についての基本的な考え方
　�　全てのこどもに対し、関連する諸制度との連携を図り、健やかな育ちを支援し、ニーズに応
じた多様かつ総合的な子育て支援を充実させるよう努めます。
　�　こどもや家庭の状況に応じ、妊娠・出産期から切れ目のない支援が受けられるよう、地域子
ども・子育て支援事業を実施します。
　�　子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげるため、こどもや家庭の状況に応じ、子育ての
安心感や充実感を得られるような親同士の交流の場づくり、子育て相談や情報提供などの支援
を行います。

（４）教育・保育施設と小学校等との連携の推進
　�　こどもの発達や学びの連続性を踏まえた幼児期の教育・保育は、その後の学校教育の基盤を
培う重要なものです。教育・保育施設は幼児期の教育・保育環境の充実を図るとともに、小学
校等と連携し、幼保小研修会を通じて幼児教育・保育と小学校でネットワークを形成し、小学
校教育へ円滑につながるよう努めます。

7　子育てのための施設等利用給付の円滑な実施

　令和元年１０月から始まった幼児教育・保育の無償化に伴い、幼稚園・認定こども園の預り保育
や認可外保育施設の利用料に対する給付として「子育てのための施設等利用給付制度」が創設さ
れました。
　子育てのための施設等利用給付の実施にあたっては、保護者の経済的負担の軽減や手続き等の
利便性、事業者の運営等にも配慮し、公正かつ適正な給付に努めております。
　今後も、利用者に対する当該制度の周知を行っていくほか、対象施設等に対し、必要となる手
続き等について、きめ細やかな支援を行います。
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計画の推進に向けて

第５章
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第５章　計画の推進に向けて

1　推進体制

　本計画の推進のためには、市民一人ひとりがこども・子育てに対し関心を持ち、子育て家庭に
対する理解を深めていくとともに、子育て家庭、児童福祉施設等、学校、地域、企業、行政が連
携し、協力しながら一体となって取り組むことが必要です。

　○子育て家庭
　　�　家庭は、子育てについて第一義的責任を持つと同時に、社会生活を営むうえで、最も基本
となる単位であることから、こどもが心身ともにたくましく健全に成長し、次代の担い手と
して活躍できるよう、家庭が持つ本来の役割を果たすことが期待されます。

　○学校、児童福祉施設等
　　�　専門知識に基づき、こどもが健やかに成長できるような教育・保育体制の充実に努めると
ともに、地域と連携し、子育て支援機関として、情報の発信や保護者への支援を行うことが
期待されます。

　○地域
　　�　地域全体で、こどもと家庭を温かく見守り、支え合う社会の機運醸成を行うとともに、こ
どもの健全育成に関する活動や見守りを積極的に行うことが期待されます。

　○企業
　　�　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）への支援に取り組むとともに、ゆとりあ
る労働環境の整備を進めることが期待されます。

　○行政（市）
　　�　国・県をはじめ、各関係機関と連携を図りながら、本計画の進捗状況を把握し、本計画に
掲げた事業の目標を達成するため、必要な施策を着実に推進します。

　　　また、計画の内容について、広報やホームページ等を活用し、広く市民に周知します。

2　計画の点検・評価

　計画の進捗管理を定期的に行い、東根市子ども・子育て会議や市の庁内組織において、総合的
な点検・評価を行うとともに、事業量の見込みや確保の方策等について、状況の変化により修正
が必要になった際は、計画の見直しを行います。
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１．東根市子ども・子育て会議委員名簿

№ 号 委員　職氏名

１
（
保
護
者
）

１
号
委
員

公募委員
　伊藤　雅子

２ 幼保連携型認定こども園神町幼稚園保護者会会長
　遠藤　真紀

３ 東根市ＰＴＡ連合会　東根市立長瀞小学校ＰＴＡ会長
　植松　真哉

４ （
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
従
事
者
）

２
号
委
員

（ＮＰＯ）クリエイトひがしね　主幹
　渡辺　友美

５ 東根市学童保育所連絡協議会　事務局長　東郷学童クラブ　所長
　滝口　亜由美

６ （学）東陽学園　幼保連携型認定こども園ひがしね幼稚園　主幹教諭
　柴崎　美有紀

７ 社会福祉法人なかよし愛育会　なかよし保育園　園長
　西塚　孝子

８ （福）敬愛信の会　東根市立東部こども園
　小山田　容子

９

（
識
見
を
有
す
る
者
）

３
号
委
員

公募委員
　藤村　昌吉

１０ 公募委員
　貴田　忍

１１ 東根市企業連絡協議会
　堀井　光弥

１２ 東根市民生委員児童委員協議会　主任児童委員
　庄子　裕絵

１３ 東根市立東根小学校　校長
　笹原　良子

１４ 東根市青少年育成市民会議　会長
　元木　行彦

１５ 東北文教大学　人間関係学科　特任教授
　菊地　和博

１６ 長瀞地区区長協議会　会長
　吉田　茂

参考資料
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２．計画策定の主な経過

令和５年度
　　　８月３１日　　東根市子ども・子育て会議
　　　　　　　　　　・保育施設等及びその利用定員の設定
　　　　　　　　　　・第三期子ども・子育て支援事業計画の策定について
　　　　　　　　　　・保護者アンケートについて
　　　１月１６日　　保護者アンケートの実施（～２月２日）

令和６年度
　　　６月２４日　　東根市子ども・子育て会議
　　　　　　　　　　・保育施設等及びその利用定員の設定
　　　　　　　　　　・保護者アンケートの調査結果について
　　　２月１３日　　関係係長会議
　　　　　　　　　　・第三期子ども・子育て支援事業計画（素案）について
　　　２月２１日　　関係課長会議
　　　　　　　　　　・第三期子ども・子育て支援事業計画（素案）について
　　　３月３日　　東根市子ども・子育て会議
　　　　　　　　　　・保育施設等及びその利用定員の設定
　　　　　　　　　　・第三期子ども・子育て支援事業計画（素案）について
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３．第三期計画策定に関するニーズ調査の結果について

1　調査の目的
　東根市子ども・子育て支援事業計画策定のための基礎資料とするため、アンケート調査を実施
しました。

2　主な調査項目
（１）家族の状況について
（２）お子さんの環境について
（３）保護者の就労状況について
（４）幼児教育・保育事業の利用状況について
（５）地域の子育て支援事業の利用状況について
（６）定期的な幼児教育・保育事業の利用希望について
（７）病気の際の対応について
（８）不定期の幼児教育・保育事業等の利用について
（９）放課後の過ごし方について
（１０）育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について
（１１）子育てや子育て環境について

3　調査の概要
（１）調査の対象等
　　①　調査地域：ａ　就学前児童：東根市全域
　　　　　　　　　ｂ　小学生児童：東根市全域
　　②　調査対象：ａ　就学前児童の保護者
　　　　　　　　　ｂ　小学生児童（１～３年生）の保護者
　　③　標 本 数：ａ　就学前児童：１，００６名
　　　　　　　　　ｂ　小学生児童：　５０６名
　　④　抽出方法：無作為抽出法
　　⑤　調査方法：保育所等を通じた配布回収、郵送による配布回収
　　⑥　調査期間：令和６年１月下旬～令和６年２月上旬
（２）回収結果
　　①　回答数（率）：ａ　就学前児童：７１２件（７０．８％）
　　　　　　　　　　 ｂ　小学生児童：２８６件（５６．５％）
　　②　有効数（率）：ａ　就学前児童：７１２件（７０．８％）
　　　　　　　　　　 ｂ　小学生児童：２８６件（５６．５％）

参考資料
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4　主な調査結果
（１）子育て（教育を含む）を主に行っているのは誰か

現状
　就学前児童では、子育てを主に行っているのは、「父母ともに」が７１．３％と最も多く、次いで「主に母親」
が２６．４％、「主に父親」及び「主に祖父母」が０．７％となっている。
　小学生児童では、子育てを主に行っているのは、「父母ともに」が７１．０％と最も多く、次いで「主に母親」
が２６．２％、「主に父親」が１．０％、「主に祖父母」が０．３％となっている。

比較
　前回平成30年調査の就学前児童では、「父母ともに」が63.4％、「主に母親」が33.4％となっており、「主に
母親」の比率が減り、「父母ともに」の割合が上昇している。
　小学生児童では、「父母ともに」が69.9％、「主に母親」が26.3％となっており、ほぼ前回調査と同じ割合と
なっている。
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主な調査結果 

 

（１）子育て（教育を含む）を主に行っているのは誰か 

【就学前児童】(単一回答)           【小学生児童】(単一回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回平成 30 年調査結果 

【就学前児童】(単一回答)            【小学生児童】(単一回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童では、子育てを主に行っているのは、「父母ともに」が 71.3％と最も多く、次いで「主

に母親」が 26.4％、「主に父親」及び「主に祖父母」が 0.7％となっている。 

小学生児童では、子育てを主に行っているのは、「父母ともに」が 71.0％と最も多く、次いで「主

に母親」が 26.2％、「主に父親」が 1.0％、「主に祖父母」が 0.3％となっている。 

比比較較   

前回平成 30 年調査の就学前児童では、「父母ともに」が 63.4％、「主に母親」が 33.4％となって

おり、「主に母親」の比率が減り、「父母ともに」の割合が上昇している。 

小学生児童では、「父母ともに」が 69.9％、「主に母親」が 26.3％となっており、ほぼ前回調査と

同じ割合となっている。 

４４  

父母ともに

63.4%

主に母親

33.4%

主に父親

0.3%

主に祖父母

1.7% その他

1.2% 無回答

0.0%

（調査数：655）

父母ともに

69.9%

主に母親

26.3%

主に父親

1.3%

主に祖父母

1.3%

その他

0.4%

無回答

0.8%

（調査数：236）

父母ともに

71.3%

主に母親

26.4%

主に父親

0.7%

主に祖父母

0.7%

その他

0.6%
無回答

0.3%

（調査数：712）

父母ともに

71.0%

主に母親

26.2%

主に父親

1.0%

主に祖父母

0.3%

その他

1.4%

無回答

0.0%

（調査数：286）

【就学前児童】（単一回答） 【小学生児童】（単一回答）

前回平成３０年調査結果

【就学前児童】（単一回答） 【小学生児童】（単一回答）
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主な調査結果 

 

（１）子育て（教育を含む）を主に行っているのは誰か 

【就学前児童】(単一回答)           【小学生児童】(単一回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回平成 30 年調査結果 

【就学前児童】(単一回答)            【小学生児童】(単一回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童では、子育てを主に行っているのは、「父母ともに」が 71.3％と最も多く、次いで「主

に母親」が 26.4％、「主に父親」及び「主に祖父母」が 0.7％となっている。 

小学生児童では、子育てを主に行っているのは、「父母ともに」が 71.0％と最も多く、次いで「主

に母親」が 26.2％、「主に父親」が 1.0％、「主に祖父母」が 0.3％となっている。 

比比較較   

前回平成 30 年調査の就学前児童では、「父母ともに」が 63.4％、「主に母親」が 33.4％となって

おり、「主に母親」の比率が減り、「父母ともに」の割合が上昇している。 

小学生児童では、「父母ともに」が 69.9％、「主に母親」が 26.3％となっており、ほぼ前回調査と

同じ割合となっている。 

４４  

父母ともに

63.4%

主に母親

33.4%

主に父親

0.3%

主に祖父母

1.7% その他

1.2% 無回答

0.0%

（調査数：655）

父母ともに

69.9%

主に母親

26.3%

主に父親

1.3%

主に祖父母

1.3%

その他

0.4%

無回答

0.8%

（調査数：236）

父母ともに

71.3%

主に母親

26.4%

主に父親

0.7%

主に祖父母

0.7%

その他

0.6%
無回答

0.3%

（調査数：712）

父母ともに

71.0%

主に母親

26.2%

主に父親

1.0%

主に祖父母

0.3%

その他

1.4%

無回答

0.0%

（調査数：286）
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（２）日頃子どもをみてもらえる親族・知人の状況

参考資料

現状
　小学生児童では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が４５．８％と最も多く、次
いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が２８．７％となっており、子どもの預かりなど、必要に応じ
て保護者の養育力を補完してもらえることがうかがえる。
　一方、「いずれもいない」という回答も１０．８％あった。

比較
　前回平成３０年調査では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が４６．２％、「日常
的に祖父母等の親族にみてもらえる」が３７．７％となっており、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族
にみてもらえる」、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」家庭の割合は減少している。

現状
　就学前児童では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が５６．３％と最も多く、次
いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が２７．４％となっており、子どもの預かりなど、必要に応じ
て保護者の養育力を補完してもらえることがうかがえる。
　一方、「いずれもいない」という回答も１２．８％あった。

比較
　前回平成３０年調査では「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が５６．６％、「日常的
に祖父母等の親族にみてもらえる」が２７．３％となっており、ほぼ前回調査と同じ割合となっている。

【就学前児童】（複数回答）

【小学生児童】（複数回答）
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（２）日頃子どもをみてもらえる親族・知人の状況 

【就学前児童】(複数回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 56.3％と最

も多く、次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 27.4％となっており、子どもの預か

りなど、必要に応じて保護者の養育力を補完してもらえることがうかがえる。 

一方、「いずれもいない」という回答も 12.8％あった。 

比比較較   

前回平成 30 年調査では「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 56.6％、

「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 27.3％となっており、ほぼ前回調査と同じ割合とな

っている。 

 

【小学生児童】(複数回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

小学生児童では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 45.8％と

最も多く、次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 28.7％となっており、子どもの預

かりなど、必要に応じて保護者の養育力を補完してもらえることがうかがえる。 

一方、「いずれもいない」という回答も 10.8％あった。 

比比較較   

前回平成 30 年調査では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が

46.2％、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 37.7％となっており、「緊急時もしくは用

事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」家庭の

割合は減少している。 

27.4%

56.3%

1.0%

3.4%

12.8%

0% 20% 40% 60% 80%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない
（調査数：712）

28.7%

45.8%

2.4%

7.0%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない
（調査数：286）
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（２）日頃子どもをみてもらえる親族・知人の状況 

【就学前児童】(複数回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 56.3％と最

も多く、次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 27.4％となっており、子どもの預か

りなど、必要に応じて保護者の養育力を補完してもらえることがうかがえる。 

一方、「いずれもいない」という回答も 12.8％あった。 

比比較較   

前回平成 30 年調査では「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 56.6％、

「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 27.3％となっており、ほぼ前回調査と同じ割合とな

っている。 

 

【小学生児童】(複数回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

小学生児童では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が 45.8％と

最も多く、次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 28.7％となっており、子どもの預

かりなど、必要に応じて保護者の養育力を補完してもらえることがうかがえる。 

一方、「いずれもいない」という回答も 10.8％あった。 

比比較較   

前回平成 30 年調査では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が

46.2％、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 37.7％となっており、「緊急時もしくは用

事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」家庭の

割合は減少している。 

27.4%

56.3%

1.0%

3.4%

12.8%

0% 20% 40% 60% 80%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない
（調査数：712）

28.7%

45.8%

2.4%

7.0%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない
（調査数：286）
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（３）母親の就労状況

【就学前児童】（単一回答）

【小学生児童】（単一回答）

現状
　小学生児童の母親では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が４４．１％と最も多く、
次いで「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が３０．８％、｢以前は就労してい
たが、現在は就労していない」が１２．６％となっている。

比較
　前回平成３０年の調査では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が４５．５％、「パート・
アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が３３．３％であり、母親の就労率は下降している。

現状
　就学前児童の母親では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が５０．８％と最も多く、
次いで「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が１９．１％、「以前は就労してい
たが、現在は就労していない」が１１．４％となっている。

比較
　前回平成３０年の調査では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が４３．０％であり、母
親のフルタイムの就労率は７．８ポイント上昇している。
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（３）母親の就労状況 

【就学前児童】(単一回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※フルタイム…１週５日程度・１日８時間程度の就労、パート・アルバイト等…「フルタイム」以外の就労 

 

現現状状   

就学前児童の母親では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 50.8％と

最も多く、次いで「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 19.1％、

「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 11.4％となっている。 

比比較較   

前回平成 30 年の調査では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 43.0％

であり、母親のフルタイムの就労率は 7.8 ポイント上昇している。 

 

 

【小学生児童】(単一回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※フルタイム…１週５日程度・１日８時間程度の就労、パート・アルバイト等…「フルタイム」以外の就労 

 

現現状状   

小学生児童の母親では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 44.1％と

最も多く、次いで「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 30.8％、

｢以前は就労していたが、現在は就労していない」が 12.6％となっている。 

比比較較   

前回平成 30 年の調査では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 45.5％、

「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 33.3％であり、母親の就

労率は下降している。 

 

50.8%

11.4%

19.1%

2.2%

11.4%

0.3%

0% 20% 40% 60%

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中である）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中である）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない
（調査数：712）

44.1%

2.8%

30.8%

0.7%

12.6%

0.0%

0% 20% 40% 60%

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中である）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中である）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない
（調査数：286）
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（３）母親の就労状況 

【就学前児童】(単一回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※フルタイム…１週５日程度・１日８時間程度の就労、パート・アルバイト等…「フルタイム」以外の就労 

 

現現状状   

就学前児童の母親では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 50.8％と

最も多く、次いで「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 19.1％、

「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 11.4％となっている。 

比比較較   

前回平成 30 年の調査では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 43.0％

であり、母親のフルタイムの就労率は 7.8 ポイント上昇している。 

 

 

【小学生児童】(単一回答) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※フルタイム…１週５日程度・１日８時間程度の就労、パート・アルバイト等…「フルタイム」以外の就労 

 

現現状状   

小学生児童の母親では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 44.1％と

最も多く、次いで「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 30.8％、

｢以前は就労していたが、現在は就労していない」が 12.6％となっている。 

比比較較   

前回平成 30 年の調査では、「フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 45.5％、

「パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）」が 33.3％であり、母親の就

労率は下降している。 

 

50.8%

11.4%

19.1%

2.2%

11.4%

0.3%

0% 20% 40% 60%

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中である）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中である）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない
（調査数：712）

44.1%

2.8%

30.8%

0.7%

12.6%

0.0%

0% 20% 40% 60%

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中ではない）

フルタイムで就労（産休・育休・介護休業中である）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中ではない）

パート・アルバイト等で就労（産休・育休・介護休業中である）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない
（調査数：286）
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（４）平日どのような幼児教育・保育の事業を利用しているか（年間、定期的に）

参考資料

【就学前児童】（複数回答）

前回平成３０年調査結果
【就学前児童】（複数回答）

現状
　現在利用している幼児教育・保育事業では、「認可保育所」が４３．５％と最も多く、次いで「認定こども園」
が３１．０％となっている。

比較
　前回平成３０年調査との比較では、幼稚園、児童センター、認可外保育施設の利用が減少し、認可保育所、
認定こども園の利用が増加している。

60 

（４）平日どのような幼児教育・保育の事業を利用しているか(年間、定期的に)

【就学前児童】（複数回答） 

※１ 企業が主に設置する、従業員の子どもを保育する認可外保育施設として位置づけられる国の助成金
で運営している施設（施設によっては、地域枠の設置あり） 

現在利用している幼児教育・保育事業では、「認可保育所」が 43.5％と最も多く、次いで「認定

こども園」が 31.0％となっている。 

比比較較  

前回平成 30 年調査との比較では、幼稚園、児童センター、認可外保育施設の利用が減少し、認可

保育所、認定こども園の利用が増加している。 

11.5%

5.2%

39.4%

26.0%

7.0%

2.8%

3.0%

7.6%

0.0%

1.6%

0% 20% 40% 60%

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認定こども園

児童センター

小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した施設で市町村

の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事業所内保育施設（企業が主に従業員用に運営する施設）

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

その他 （調査数：503）

幼幼稚稚園園（通常の就園時間の利用）

幼幼稚稚園園のの預預かかりり保保育育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認認可可保保育育所所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認認定定ここどどもも園園

児児童童セセンンタターー

小小規規模模なな保保育育施施設設（国が定める最低基準に適合した施設で

市町村の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事事業業所所内内保保育育施施設設（企業が主に従業員用に運営する施設）

そそのの他他のの認認可可外外のの保保育育施施設設

フファァミミリリーー・・ササポポーートト・・セセンンタターー（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

そそのの他他

10.4%

5.6%

43.5%

31.0%

1.2%

3.1%

0.7%

1.9%

4.1%

0.2%

2.7%

0% 20% 40% 60%

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認定こども園（幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設）

児童センター

小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した施設で市町村

の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事業所内保育施設（企業が主に従業員用に運営する施設）

企業主導型保育施設※１

その他の認可外の保育施設（７、８を除く）

ファミリー・サポート・センター（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

その他
（調査数：588）

幼幼稚稚園園（通常の就園時間の利用）

幼幼稚稚園園のの預預かかりり保保育育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認認可可保保育育所所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認認定定ここどどもも園園（幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設）

児児童童セセンンタターー

小小規規模模なな保保育育施施設設（国が定める最低基準に適合した施設で市町

村の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事事業業所所内内保保育育施施設設（企業が主に従業員用に運営する施設）

企企業業主主導導型型保保育育施施設設 ※１

そそのの他他のの認認可可外外のの保保育育施施設設（事業所内保育施設、企業主導型＊

保育施設を除く）

フファァミミリリーー・・ササポポーートト・・セセンンタターー（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

そそのの他他
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（４）平日どのような幼児教育・保育の事業を利用しているか(年間、定期的に)

【就学前児童】（複数回答） 

※１ 企業が主に設置する、従業員の子どもを保育する認可外保育施設として位置づけられる国の助成金
で運営している施設（施設によっては、地域枠の設置あり） 

現在利用している幼児教育・保育事業では、「認可保育所」が 43.5％と最も多く、次いで「認定

こども園」が 31.0％となっている。 

比比較較  

前回平成 30 年調査との比較では、幼稚園、児童センター、認可外保育施設の利用が減少し、認可

保育所、認定こども園の利用が増加している。 

11.5%

5.2%

39.4%

26.0%

7.0%

2.8%

3.0%

7.6%

0.0%

1.6%

0% 20% 40% 60%

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認定こども園

児童センター

小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した施設で市町村

の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事業所内保育施設（企業が主に従業員用に運営する施設）

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

その他 （調査数：503）

幼幼稚稚園園（通常の就園時間の利用）

幼幼稚稚園園のの預預かかりり保保育育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認認可可保保育育所所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認認定定ここどどもも園園

児児童童セセンンタターー

小小規規模模なな保保育育施施設設（国が定める最低基準に適合した施設で

市町村の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事事業業所所内内保保育育施施設設（企業が主に従業員用に運営する施設）

そそのの他他のの認認可可外外のの保保育育施施設設

フファァミミリリーー・・ササポポーートト・・セセンンタターー（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

そそのの他他

10.4%

5.6%

43.5%

31.0%

1.2%

3.1%

0.7%

1.9%

4.1%

0.2%

2.7%

0% 20% 40% 60%

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認定こども園（幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設）

児童センター

小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した施設で市町村

の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事業所内保育施設（企業が主に従業員用に運営する施設）

企業主導型保育施設※１

その他の認可外の保育施設（７、８を除く）

ファミリー・サポート・センター（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

その他
（調査数：588）

幼幼稚稚園園（通常の就園時間の利用）

幼幼稚稚園園のの預預かかりり保保育育（通常の就園時間を延長して

預かる事業のうち定期的な利用のみ）

認認可可保保育育所所（国が定める最低基準に適合した

施設で都道府県等の認可を受けたもの）

認認定定ここどどもも園園（幼稚園と保育施設の機能を併せ持つ施設）

児児童童セセンンタターー

小小規規模模なな保保育育施施設設（国が定める最低基準に適合した施設で市町

村の許可を受けた定員概ね６人～19人のもの）

事事業業所所内内保保育育施施設設（企業が主に従業員用に運営する施設）

企企業業主主導導型型保保育育施施設設 ※１

そそのの他他のの認認可可外外のの保保育育施施設設（事業所内保育施設、企業主導型＊

保育施設を除く）

フファァミミリリーー・・ササポポーートト・・セセンンタターー（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

そそのの他他

60



（５）平日の幼児教育・保育事業として今後定期的に利用したいもの

【就学前児童】（複数回答）

現状
　今後定期的に利用したい幼児教育・保育事業では、「認定こども園（通常の就園時間の利用）」が６８．７％と
最も多く、次いで「認可保育所」が５８．１％、「幼稚園」が１４．７％となっている。

比較
　前回平成３０年調査では、「認可保育所」が６１．４％と最も多く、次いで「認定こども園」が４９．９％、「幼稚園」
が３２．５％となっており、「認定こども園（幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設）」への利用希望が増加し、
認定保育所、幼稚園への利用希望は減少している。
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（５）平日の幼児教育・保育事業として今後定期的に利用したいもの 

【就学前児童】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※１ 通常の就園時間の利用。市内幼稚園は令和６年度から認定こども園へ移行予定のため、市内幼稚園を希望す

る場合は「４．認定こども園」を選択してください。 
※２ 通常の就園時間を延長して預かる事業のうち定期的な利用のみ。市内幼稚園は令和６年度から認定こども園

へ移行予定のため、市内幼稚園を希望する場合は「４．認定子ども園」を選択してください。 

 

現現状状   

今後定期的に利用したい幼児教育・保育事業では、「認定こども園（通常の就園時間の利用）」が

68.7％と最も多く、次いで「認可保育所」が 58.1％、「幼稚園」が 14.7％となっている。 

比比較較   

前回平成 30 年調査では、「認可保育所」が 61.4％と最も多く、次いで「認定こども園」が 49.9％、

「幼稚園」が 32.5％となっており、「認定こども園（幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設）」へ

の利用希望が増加し、認定保育所、幼稚園への利用希望は減少している。 

  

14.7%

10.4%

58.1%

68.7%

5.3%

6.5%

1.1%

4.5%

2.1%

3.8%

1.3%

4.8%

6.2%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園※１

幼稚園の預かり保育※２

認可保育所（国が定める最低基準に適合した施設で都道府県等

の認可を受けたもの）

認定こども園（幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設）

児童センター

小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した施設で市町

村の認可を受けた定員が概ね６～19人のもの）

家庭的保育（保育者の家庭等で子どもを保育する事業。現在、

東根市では行われておりません）

事業所内保育施設（企業が主に従業員用に運営する施設）

自治体の認証・認定保育施設（認可保育所ではないが、自治体

が認証・認定した施設。現在、東根市にはありません）

企業主導型保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッターのような保育者が子どもの家

庭で保育する事業。現在、東根市では行われておりません）

ファミリー・サポート・センター（一定の研修を受けた協力会

員が子どもを預かる事業）

その他

幼幼稚稚園園 ※１

幼幼稚稚園園のの預預かかりり保保育育 ※２

認認可可保保育育所所（国が定める最低基準に適合した施設で

都道府県等の認可を受けたもの）

認認定定ここどどもも園園（幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設）

児児童童セセンンタターー

小小規規模模なな保保育育施施設設（国が定める最低基準に適合した施設で

市町村の認可を受けた定員が概ね６～19人のもの）

家家庭庭的的保保育育（保育者の家庭等で子どもを保育する事業。

現在、東根市では行われておりません）

事事業業所所内内保保育育施施設設（企業が主に従業員用に運営する施設）

自自治治体体のの認認証証・・認認定定保保育育施施設設（認可保育所ではないが、

自治体が認証・認定した施設。現在、東根市にはありません）

企企業業主主導導型型保保育育施施設設

そそのの他他のの認認可可外外のの保保育育施施設設

居居宅宅訪訪問問型型保保育育（ベビーシッターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業。現在、東根市では行われておりません）

フファァミミリリーー・・ササポポーートト・・セセンンタターー（一定の研修を受けた

協力会員が子どもを預かる事業）

そそのの他他 （調査数：712）
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（６）放課後の時間をどのような場所で過ごさせたいか【就学前児童】

参考資料

【小学校低学年（１～３年）の過ごし方】（複数回答）

【小学校高学年（４～６年）の過ごし方】（複数回答）

現状
　就学前児童が小学校高学年（４～６年）になったとき、放課後の時間を過ごさせたい場所では、｢自宅｣ が
５３．４％と最も多く、次いで「放課後児童クラブ〔学童保育〕」が３０．１％、「習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）が２８．３％の順となっている。

現状
　就学前児童が小学校低学年（１～３年）になったとき、放課後の時間を過ごさせたい場所では、「放課後児
童クラブ〔学童保育〕」が６０．７％と最も多く、次いで ｢自宅｣ が２２．８％、「習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）」が１８．３％の順となっている。
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（６）放課後の時間をどのような場所で過ごさせたいか【就学前児童】 

【小学校低学年（１～３年）の過ごし方】（複数回答） 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童が小学校低学年（１～３年）になったとき、放課後の時間を過ごさせたい場所では、

「放課後児童クラブ〔学童保育〕」が 60.7％と最も多く、次いで｢自宅｣が 22.8％、「習い事 （ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が 18.3％の順となっている。 

 

 

【小学校高学年（４～６年）の過ごし方】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童が小学校高学年（４～６年）になったとき、放課後の時間を過ごさせたい場所では、

｢自宅｣が 53.4％と最も多く、次いで「放課後児童クラブ〔学童保育〕」が 30.1％、「習い事 （ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾など）が 28.3％の順となっている。 

  

22.8%

6.4%

18.3%

2.7%

60.7%

0.5%

8.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：219）

53.4%

9.1%

28.3%

4.1%

30.1%

0.5%

8.7%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：219）
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（６）放課後の時間をどのような場所で過ごさせたいか【就学前児童】 

【小学校低学年（１～３年）の過ごし方】（複数回答） 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童が小学校低学年（１～３年）になったとき、放課後の時間を過ごさせたい場所では、

「放課後児童クラブ〔学童保育〕」が 60.7％と最も多く、次いで｢自宅｣が 22.8％、「習い事 （ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が 18.3％の順となっている。 

 

 

【小学校高学年（４～６年）の過ごし方】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童が小学校高学年（４～６年）になったとき、放課後の時間を過ごさせたい場所では、

｢自宅｣が 53.4％と最も多く、次いで「放課後児童クラブ〔学童保育〕」が 30.1％、「習い事 （ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾など）が 28.3％の順となっている。 

  

22.8%

6.4%

18.3%

2.7%

60.7%

0.5%

8.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：219）

53.4%

9.1%

28.3%

4.1%

30.1%

0.5%

8.7%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：219）
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（７）放課後の時間をどのような場所で過ごさせたいか【小学生児童】

【小学校低学年（１～３年）の過ごし方】（複数回答）

【小学校高学年（４～６年）の過ごし方】（複数回答）

現状
　小学生児童が小学校高学年（４～６年）になったとき、放課後を過ごさせたい場所では、｢自宅｣ が６６．１％
と最も多く、次いで「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が４０．２％、「放課後児童クラブ
〔学童保育〕」が３１．８％の順となっている。

現状
　小学生児童が小学校低学年（１～３年）になったとき、放課後を過ごさせたい場所では、「放課後児童クラ
ブ〔学童保育〕」が５９．４％と最も多く、次いで ｢自宅｣ が４２．３％、「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、
学習塾など）」が３５．３％の順となっている。
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（７）放課後の時間をどのような場所で過ごさせたいか【小学生児童】 

【小学校低学年（１～３年）の過ごし方】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

小学生児童が小学校低学年（１～３年）になったとき、放課後を過ごさせたい場所では、「放

課後児童クラブ〔学童保育〕」が 59.4％と最も多く、次いで｢自宅｣が 42.3％、「習い事（ピ

アノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が 35.3％の順となっている。 

 

【小学校高学年（４～６年）の過ごし方】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

小学生児童が小学校高学年（４～６年）になったとき、放課後を過ごさせたい場所では、｢自宅｣が

66.1％と最も多く、次いで「習い事 （ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が 40.2％、「放

課後児童クラブ〔学童保育〕」が 31.8％の順となっている。 

 

 

 

 

 

42.3%

9.4%

35.3%

5.2%

59.4%

0.3%

10.8%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センターによる預かり

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：286）

66.1%

12.2%

40.2%

4.5%

31.8%

0.3%

16.8%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センターによる預かり

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：286）
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（７）放課後の時間をどのような場所で過ごさせたいか【小学生児童】 

【小学校低学年（１～３年）の過ごし方】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

小学生児童が小学校低学年（１～３年）になったとき、放課後を過ごさせたい場所では、「放

課後児童クラブ〔学童保育〕」が 59.4％と最も多く、次いで｢自宅｣が 42.3％、「習い事（ピ

アノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が 35.3％の順となっている。 

 

【小学校高学年（４～６年）の過ごし方】（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

小学生児童が小学校高学年（４～６年）になったとき、放課後を過ごさせたい場所では、｢自宅｣が

66.1％と最も多く、次いで「習い事 （ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」が 40.2％、「放

課後児童クラブ〔学童保育〕」が 31.8％の順となっている。 

 

 

 

 

 

42.3%

9.4%

35.3%

5.2%

59.4%

0.3%

10.8%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センターによる預かり

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：286）

66.1%

12.2%

40.2%

4.5%

31.8%

0.3%

16.8%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

児童センターの自由来館

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センターによる預かり

タントクルセンター、あそびあランド、公園など

その他
（調査数：286）
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（８）育児休業の取得状況

参考資料

【就学前児童】（単一回答）

現状
　母親の育児休業取得状況では、「取得した（取得中である）」が６５．９％、「取得していない」が８．０％となっ
ている。父親の育児休業取得状況では、「取得した（取得中である）」が１２．２％、「取得していない」が７６．８％
となっている。
　母親の取得していない理由では、「子育てや家事に専念するため退職した」が２４．６％で最も多く、次いで
「その他」が２２．８％、「有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった」が１７．５％、「職場に育児休業
の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」が１５．８％の順となっている。
　父親の取得していない理由では、「配偶者が育児休業制度を利用した」が４５．９％で最も多く、次いで「仕事
が忙しかった」が４１．９％、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が３８．６％、「収入減となり、経済
的に苦しくなる」が３７．５％の順となっている。

比較
　前回平成３０年調査との比較では、母親の育児休業取得率は１１．１ポイント増加、父親の育児休業取得率は９．０
ポイント増加となり、それぞれ取得率が上昇している。
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（８）育児休業の取得状況

【就学前児童】（単一回答） 

現現状状  

母親の育児休業取得状況では、「取得した（取得中である）」が 65.9％、「取得していない」が

8.0％となっている。父親の育児休業取得状況では、「取得した（取得中である）」が 12.2％、「取

得していない」が 76.8％となっている。 

母親の取得していない理由では、「子育てや家事に専念するため退職した」が 24.6％で最も多く、

次いで「その他」が 22.8％、「有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった」が 17.5％、

「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」が 15.8％の順となっている。 

父親の取得していない理由では、「配偶者が育児休業制度を利用した」が 45.9％で最も多く、次

いで「仕事が忙しかった」が 41.9％、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が 38.6％、

「収入減となり、経済的に苦しくなる」が 37.5％の順となっている。 

比比較較  

前回平成 30 年調査との比較では、母親の育児休業取得率は 11.1 ポイント増加、父親の育児休業

取得率は 9.0 ポイント増加となり、それぞれ取得率が上昇している。 

働いていな

かった

0.6%

取得した（取得

中である）

12.2%

取得していない

76.8%

無回答

10.4%

（調査数：712）

働いていな

かった

22.3%

取得した（取得

中である）

65.9%

取得して

いない

8.0%

無回答

3.8%

（調査数：712）

働いて

いなかった

0.5%
取得した（取得

中である）

3.2%

取得していない

83.7%

無回答

12.7%

（調査数：655）

働いて

いなかった

29.9%

取得した（取得

中である）

54.8%

取得して

いない

14.2%

無回答

1.1%

（調査数：655）

母 親 父 親 

母 親 父 親 

前回平成３０年調査結果
【就学前児童】（単一回答）
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（８）育児休業の取得状況

【就学前児童】（単一回答） 

現現状状  

母親の育児休業取得状況では、「取得した（取得中である）」が 65.9％、「取得していない」が

8.0％となっている。父親の育児休業取得状況では、「取得した（取得中である）」が 12.2％、「取

得していない」が 76.8％となっている。 

母親の取得していない理由では、「子育てや家事に専念するため退職した」が 24.6％で最も多く、

次いで「その他」が 22.8％、「有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった」が 17.5％、

「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」が 15.8％の順となっている。 

父親の取得していない理由では、「配偶者が育児休業制度を利用した」が 45.9％で最も多く、次

いで「仕事が忙しかった」が 41.9％、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が 38.6％、

「収入減となり、経済的に苦しくなる」が 37.5％の順となっている。 

比比較較  

前回平成 30 年調査との比較では、母親の育児休業取得率は 11.1 ポイント増加、父親の育児休業

取得率は 9.0 ポイント増加となり、それぞれ取得率が上昇している。 

働いていな

かった

0.6%

取得した（取得

中である）

12.2%

取得していない

76.8%

無回答

10.4%

（調査数：712）

働いていな

かった

22.3%

取得した（取得

中である）

65.9%

取得して

いない

8.0%

無回答

3.8%

（調査数：712）

働いて

いなかった

0.5%
取得した（取得

中である）

3.2%

取得していない

83.7%

無回答

12.7%

（調査数：655）

働いて

いなかった

29.9%

取得した（取得

中である）

54.8%

取得して

いない

14.2%

無回答

1.1%

（調査数：655）

母 親 父 親 

母 親 父 親 
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（９）東根市での現在の子育て環境について、どのように感じているか

【就学前児童】（各項目単一回答）

現状
　就学前児童では、東根市での現在の子育て環境についてどのように感じているかを、項目ごとに「とても
思う」と「どちらかというと思う」を合わせた割合で比較してみると、「⑨治安がよいなど、子どもにとって
安心・安全な環境が整っている」が７３．５％で最も多く、次いで「④学校等の地域の教育環境が整っている」
が７１．６％、「①子どもがのびのび遊べる公園・広場などが整備されている」が７０．１％の順となっている。
　「⑪全体的に見て、東根市は子育てしやすい環境である」との問いに対しては、「とても思う」と「どちら
かというと思う」を合わせた割合は６５．０％となった。
　一方「あまり思わない」と「どちらかというと思わない」を合わせた割合が比較的多い項目は、「⑥子育て
に協力・支援してくれる、地域のつながりがある」が５８．７％、「⑦教育・保育サービスや職場の支援など、子
育てと仕事の両立を支援する環境が整っている」が５４．２％となっている。
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（９）東根市での現在の子育て環境について、どのように感じているか 

【就学前児童】（各項目単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

就学前児童では、東根市での現在の子育て環境についてどのように感じているかを、項目ごとに

「とても思う」と「どちらかというと思う」を合わせた割合で比較してみると、「⑨治安がよいな

ど、子どもにとって安心・安全な環境が整っている」が 73.5％で最も多く、次いで「④学校等の地

域の教育環境が整っている」が 71.6％、「①子どもがのびのび遊べる公園・広場などが整備されて

いる」が 70.1％の順となっている。 

「⑪全体的に見て、東根市は子育てしやすい環境である」との問いに対しては、「とても思う」と

「どちらかというと思う」を合わせた割合は 65.0％となった。 

一方「あまり思わない」と「どちらかというと思わない」を合わせた割合が比較的多い項目は、

「⑥子育てに協力・支援してくれる、地域のつながりがある 」が 58.7％、「⑦教育・保育サービス

や職場の支援など、子育てと仕事の両立を支援する環境が整っている」が 54.2％となっている。 
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31.6%
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15.9%

20.6%
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18.1%
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33.4%

20.4%

18.7%

28.1%

20.8%

9.8%

9.1%

20.4%

4.6%

18.1%

20.5%

20.8%

9.3%

3.5%

10.7%

9.7%

4.2%

4.6%

4.2%

5.6%

4.4%

4.2%

4.6%

4.4%

4.4%

4.5%

4.5%

（調査数：712）

とても思う 無回答

あまり思わない

どちらかというと思わない

どちらかというと思う

①子どもがのびのび遊べる公園・広場などが整
備されている

②子育てを支援するサービスや施設が整っている

③子どもの健診や医療を受けやすい体制が整って

いる

④学校等の地域の教育環境が整っている

⑤子育てを支援してくれる親などが身近にいる

⑥子育てに協力・支援してくれる、地域のつなが
りがある

⑦教育・保育サービスや職場の支援など、子育て
と仕事の両立を支援する環境が整っている

⑧子育てしやすい住宅・住環境が整っている

⑨治安がよいなど、子どもにとって安心・安全な
環境が整っている

⑩親子連れでも外出しやすい道路・交通機関等が
整備されている

⑪全体的にみて、東根市は子育てしやすい環境で

ある
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参考資料

【小学生児童】（各項目単一回答）

現状
　小学生児童では、東根市での現在の子育て環境についてどのように感じるかを、項目ごとに「とても思う」
と「どちらかというと思う」を合わせた割合で比較してみると、「④学校等の地域の教育環境が整っている」
が７７．６％で最も多く、次いで「⑨治安がよいなど、子どもにとって安心・安全な環境が整っている」が
７１．０％、「⑤子育てを支援してくれる親などが身近にいる」が７０．３％の順となっている。
　「⑪全体的に見て、東根市は子育てしやすい環境である」との問いに対しては、「とても思う」と「どちら
かというと思う」を合わせた割合は７１．３％となった。
　一方「あまり思わない」と「どちらかというと思わない」を合わせた割合が比較的多い項目は、「⑦教育・
保育サービスや職場の支援など、子育てと仕事の両立を支援する環境が整っている」が５７．７％、「⑥子育てに
協力・支援してくれる、地域のつながりがある」が５１．７％となっている。
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【小学生児童】（各項目単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現現状状   

小学生児童では、東根市での現在の子育て環境についてどのように感じるかを、項目ごとに「と

ても思う」と「どちらかというと思う」を合わせた割合で比較してみると、「④学校等の地域の教育

環境が整っている 」が 77.6％で最も多く、次いで「⑨治安がよいなど、子どもにとって安心・安全

な環境が整っている」が 71.0％、「⑤子育てを支援してくれる親などが身近にいる」が 70.3％の順

となっている。 

「⑪全体的に見て、東根市は子育てしやすい環境である」との問いに対しては、「とても思う」と

「どちらかというと思う」を合わせた割合は 71.3％となった。 

一方「あまり思わない」と「どちらかというと思わない」を合わせた割合が比較的多い項目は、

「⑦教育・保育サービスや職場の支援など、子育てと仕事の両立を支援する環境が整っている」が

57.7％、「⑥子育てに協力・支援してくれる、地域のつながりがある」が 51.7％となっている 
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50.0%

55.2%

17.1%
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（調査数：286）

とても思う 無回答

あまり思わない

どちらかというと思わない

どちらかというと思う

①子どもがのびのび遊べる公園・広場などが整
備されている

②子育てを支援するサービスや施設が整っている

③子どもの健診や医療を受けやすい体制が整って

いる

④学校等の地域の教育環境が整っている

⑤子育てを支援してくれる親などが身近にいる

⑥子育てに協力・支援してくれる、地域のつなが
りがある

⑦教育・保育サービスや職場の支援など、子育て
と仕事の両立を支援する環境が整っている

⑧子育てしやすい住宅・住環境が整っている

⑨治安がよいなど、子どもにとって安心・安全な
環境が整っている

⑩親子連れでも外出しやすい道路・交通機関等が
整備されている

⑪全体的にみて、東根市は子育てしやすい環境で

ある
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